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平成 19 年 3 月期  決算短信                    平成 19年 5月 22日 
 

上 場 会 社 名 株式会社 長野銀行 上場取引所 東証第一部 

コ ー ド 番 号 ８５２１ （ＵＲＬ http://www.naganobank.co.jp/） 

代  表  者 (役職名) 取 締 役 頭 取       (氏 名) 田 中 誠 二  

問合せ先責任者 (役職名) 専務取締役総合企画部長   (氏 名) 長 崎 大 幸 ＴＥＬ(0263)27-3311 

定時株主総会開催予定日   平成 19年 6月 28日 配当支払開始予定日  平成 19年 6月 29日

有価証券報告書提出予定日  平成 19年 6月 28日 特定取引勘定設置の有無   無     
（百万円未満切捨て）  

１. 19年 3月期の連結業績(平成 18年 4月 1日 ～ 平成 19年 3月 31日) 
(1) 連結経営成績                                     （％表示は対前年増減率） 

 経 常 収 益 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年 3月期 29,045 (   4.9) 1,663 (   4.7) 995 (   31.8)

18 年 3月期 27,676 (   0.1) 1,589 (△ 5.8) 754 (   25.5)

 
1 株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
1株当たり当期純利益

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

経常収益 
経常利益率 

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

19年 3月期 11 02 － － 2.4 0.2 5.7 

18 年 3月期 8 35 － － 1.8 0.2 5.7 

(参考) 持分法投資損益  19年 3月期   － 百万円 18年 3月期    － 百万円 
 
(2) 連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 
自己資本比率 
(注 1) 

１株当たり 
純資産 

連結自己資本比率
(国内基準)(注 2) 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 （速報値）    ％

19年 3月期 896,064 44,061 4.7 466 40 9.44 

18 年 3月期 884,177 41,105 4.6 455 16 9.38 

（参考） 自己資本   19年 3月期 42,087百万円  18年 3月期 41,105百万円 

(注 1)「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末少数株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出しております。 

(注 2)「連結自己資本比率（国内基準）」は、平成19年 3月期より「銀行法第14条の 2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし 

   自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。 

   なお、平成18年 3月期は旧基準により算出しております。 
 
(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

19年 3月期 △ 11,097 11,343 11 10,712 

18 年 3月期 26,549 △ 32,116 △ 322 10,449 

 
 
２.配当の状況 

 1株当たり配当金 配当金総額 配当性向 純資産配当率 

(基準日) 中間期末 期 末 年 間 （年 間） （連 結） （連 結） 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年 3月期 2 50 2 50 5 00 451 59.9 1.1

19 年 3月期 2 50 2 50 5 00 451 45.4 1.1

20 年 3月期 
（予想） 

2 50 2 50 5 00 47.5 

 
 
３. 20年 3月期の連結業績予想（平成 19年 4月 1日 ～ 平成 20年 3月 31日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 

 経 常 収 益 経 常 利 益 当期純利益 １株当たり当期純利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中 間 期 14,150 ( △  3.2) 900 (    6.5) 450 ( △ 39.8) 4 98 

通   期 29,000 ( △  0.2) 1,850 (   11.2) 950 (  △ 4.5) 10 52 
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４．その他 
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）     無 
 
（２）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の

変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更   有 
② ①以外の変更          無 
 

（３）発行済株式数（普通株式） 
① 期末発行済株式数（自己株式を含む）19年 3月期 92,410,000 株  18年 3月期 92,410,000 株 
② 期末自己株式数          19 年 3月期  2,172,956 株  18年 3月期  2,099,801 株 
(注)１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、23ページ「１株当たり情報」をご覧くださ
い。 

 
（参考）個別業績の概要 
 
１. 19年 3月期の個別業績(平成 18年 4月 1日 ～ 平成 19年 3月 31日) 
(1) 個別経営成績                                    （％表示は対前年増減率） 

 経 常 収 益 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年 3月期 20,978 (    1.3) 1,389 ( △  9.5) 884 ( △  4.0)

18 年 3月期 20,716 (    4.4) 1,535 (    10.2) 921 (    91.9)

 1 株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
1株当たり当期純利益

 円 銭 円 銭

19年 3月期 9 79 － － 

18年 3月期 10 19 － － 
 
(2) 個別財政状態 

 
総 資 産 純 資 産 

自己資本比率 
(注 1) 

１株当たり 
純資産 

単体自己資本比率
(国内基準)(注 2) 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 （速報値）    ％

19年 3月期 883,788 41,360 4.7 458 35 9.12 

18 年 3月期 873,092 40,490 4.6 448 34 9.01 

（参考） 自己資本   19年 3月期 41,360百万円  18年 3月期 40,490百万円 

(注 1)「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部の合計で除して算出しております。 

(注 2)「単体自己資本比率（国内基準）」は、平成19年 3月期より「銀行法第14条の 2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし 

   自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。 

   なお、平成18年 3月期は旧基準により算出しております。 

 
２. 20年 3月期の個別業績予想（平成 19年 4月 1日 ～ 平成 20年 3月 31日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 

 経 常 収 益 経 常 利 益 当期純利益 １株当たり当期純利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中 間 期 10,550 (     2.3) 750 ( △ 11.8) 400 ( △ 42.3) 4 43 

通   期 21,600 (     3.0) 1,600 (    15.2) 900 (     1.8) 9 97 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、現時点において入手可能な情報による判断及び予測に基づ

き算定したものであり、実際の業績は今後の様々な要因により大きく変動する可能性があります。 
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１．経営成績   

（１）経営成績に関する分析 

イ 当期の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済を顧みますと、政府が昨年２月に「景気は回復している。」と、景気判

断の上方修正を行なった後も景気は順調に回復を続けており、昨年１１月には、戦後最も長い回復期間であ

る「いざなぎ景気」（５７か月）を超え、景気回復期間は本年３月には６２か月となりました。先行きにつ

いても国内民間需要に支えられた景気回復が続くと見込まれております。しかしながら一方、わが国経済は

二極化が進行しており、地方においては、「景気回復」の実感があまりない状況が続いております。 

金融面につきましては、日本銀行が、昨年３月に量的緩和政策を解除するとともに、政策金利の誘導目標

を無担保コール翌日物金利（おおむねゼロ％）と定めました。その後日銀は、景気は回復基調にあるとの判

断から政策金利の誘導目標を昨年７月に０．２５％に引き上げ、さらに、本年２月に０．５％へ引き上げま

した。 

このような金融経済環境のもとにあって、当行グループは、引続き、役職員一体となって業容の拡充と経

営の一層の効率化に努めてまいりました。この結果、次のような経営成績となりました。 

連結経常収益は、銀行業務における資金運用収益の増加およびリース業務におけるその他業務収益の増加

などにより前期比１３億６９百万円増加して２９０億４５百万円となりました。連結経常費用は、銀行業務

における資金調達費用の増加などから前期比１２億９６百万円増加して２７３億８２百万円となりました。

以上の結果、連結経常利益は、前期比７４百万円増加の１６億６３百万円となりました。また、特別利益と

して、当行の確定給付型の退職給付制度の一部について確定拠出年金制度等へ移行したことに伴う制度変更

益を計上したことなどから、連結当期純利益は前期比２億４１百万円増加の９億９５百万円となりました。 

なお、当行グループの中心となる当行単体の経営成績につきましては、経常収益は前期比２億６２百万円

増加の２０９億７８百万円、経常利益は前期比１億４６百万円減少の１３億８９百万円、当期純利益は前期

比３７百万円減少の８億８４百万円となりました。 

ロ 次期の見通し 

当行グループの次期業績は次のとおり見込んでおります。 

連結経常収益は、前期比４５百万円減少の２９０億円を見込んでおり、連結経常利益は前期比１億８７百

万円増加の１８億５０百万円、連結当期純利益は前期比４５百万円減少の９億５０百万円を見込んでおりま

す。 

また、当行単体の次期業績につきましては、経常収益は、前期に比べ資金運用収益の増加を見込むことな

どから、前期比約６億２２百万円増加の２１６億円を見込んでおります。一方、経常費用は、前期に比べ資

金調達費用および経費などの増加を見込むことなどから、前期比約４億１１百万円程度の増加を見込んでお

ります。これにより経常利益は前期比２億１１百万円増加の１６億円を見込んでおります。また、当期純利

益は前期比１６百万円増加の９億円となる見込みであります。 

（２）財政状態に関する分析 

連結ベースの主要勘定につきましては、預金は法人預金を中心に、期中７６億８２百万円増加して期末残高

は、８，２６２億４２百万円となりました。貸出金は事業者向け貸出を中心に期中１８５億９３百万円増加し

て期末残高は６，３４７億９６百万円となりました。有価証券につきましては、期中１２６億４６百万円減少

して期末残高は２，０１８億７０百万円となりました。投資信託、個人年金保険および公共債等の個人預り資

産等は順調に推移し、期中１８７億８２百万円増加して期末残高は４１９億５４百万円となりました。また、

外国為替の取扱高は、２８億９６百万ドルとなりました。 

連結ベースのキャッシュ・フローの状況につきましては、「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、貸出金

の増加などにより１１０億９７百万円の支出となりました。「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、有価証

券の売却などにより１１３億４３百万円の収入となりました。また、「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、

リース業務部門の借入金の増加などにより１１百万円の収入となりました。以上の結果、当期末の「現金及び

現金同等物」は、前期末に比べ２億６２百万円増加し、１０７億１２百万円となりました。 
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（３）主要施策の状況 

イ 業務関係 

当行は、お客さまの多様化するニーズにお応えするため、住宅金融公庫（現住宅金融支援機構）証券化住

宅ローン「フラット３５」および住宅ローンに付保する「三大疾病特約付団体信用生命保険」の取扱いを開

始いたしました。また、金利が年０．８０％の満期日繰上特約付定期預金「ながぎんゴールド・ワン（ＧＯ

ＬＤ ＯＮＥ）」、諏訪地区などに被害をもたらした平成１８年７月豪雨により被災されたお客さま向けに「大

雨災害特別融資」を取扱いました。さらに、お客さまの資産運用ニーズの高まりへ対応するため「資産運用

セミナー」を開催したほか、投資信託につきまして、新たに５つの商品を追加するとともに、「投資信託」ま

たは「個人向け国債」をご購入いただいたお客さまに定期預金の金利を特別金利とする「セット運用プラン」

の取扱いを開始いたしました。また、団塊の世代向けキャンペーンとして新たに「シニア応援プラン」を実

施いたしました。 

キャッシュカードの盗難・偽造等による預金の不正な引出しへの対応につきましては、キャッシュカード

の偽造や不正読み取り（スキミング）防止に有効なＩＣチップを搭載したＩＣキャッシュカードの取扱いを

開始したほか、ＡＴＭでの利用限度額の引き下げを行いました。 

ロ 組織関係 

組織面につきましては、昨年４月に法令等遵守態勢を強化し内部牽制機能をより一層充実するため、「総務

部コンプライアンス室」を「コンプライアンス部」に昇格させたほか、昨年１２月には平成１９年度に施行

される金融商品取引法に基づき、財務報告に係る内部統制の構築を進めるため、総合企画部内に「Ｊ-ＳＯＸ

法対策室」を設置いたしました。 

ハ 店舗関係 

店舗につきましては、昨年５月にお客さまにより便利にお使いいただけるよう、塩尻支店を移転・開店い

たしました。また、茅野市の都市計画の実施に伴い、茅野支店を新築移転し、茅野東支店を統合するととも

に、茅野ローンプラザおよび茅野年金相談所を併設した茅野支店駅前出張所を設置することとして、店舗の

建設等の準備を行いました。 

ニ システム関係 

システム面につきましては、昨年５月に個人のお客さまのニーズに対する対応力の強化を図るため、「営業支

援システム」に個人のお客さま向けの機能を追加し、「営業支援システム（個人）」を稼働させました。また、

平成１９年３月期から導入された新ＢＩＳ規制(バーゼルⅡ)に的確に対応するために本年３月に「信用リスク

アセット算出システム」および「統合収益管理システム」を導入いたしました。さらに、業務の効率化を図る

ため、昨年５月に債権書類を本部で一括管理する「債権書類集中管理システム」を、本年３月に帳票を電子化

して情報の漏洩・紛失を防止する「電子帳票システム」を導入いたしました。 

（４）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

利益配分につきましては、継続的な安定配当の実施に配慮しつつ、経営体質強化のために内部留保の充実を

図っていく方針であります。また、内部留保資金につきましては、顧客サービスの向上、経営効率化のための

投資等に充てる方針であります。 

当期末配当金につきましては、前期末配当金と同額の１株当たり２円５０銭とさせていただく予定でありま

す。なお、次期以降につきましても、上記の方針に則り適切な利益配分を行ってまいります。 

（５）事業等のリスク 

当行及び当行グループ（以下、本項目においては当行といいます。）の事業等のリスクに関し、投資者の判断

に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項は以下のとおりであります。当行は、これらのリス

ク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。 

イ 信用リスク 

当行の信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフバランス資産を含む。）の価値が減少ないし消失

し、損失を被る可能性があります。 
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ロ 市場関連リスク 

市場関連リスクとは、金利、保有する有価証券の価値、為替等の市場のリスク・ファクターの変動により、

保有する資産（オフバランス資産を含む。）の価値が変動し損失を被るリスク及びそれに付随する信用リス

クを含めた次のリスクをいいます。 

（イ）金利リスク 

資産と負債の金利または期間のミスマッチが存在することで、金利変動により収益の低下ないし損失を

被る可能性があります。 

（ロ）価格変動リスク 

保有する有価証券の価値が、市場価格の変動によって減少する可能性があります。 

（ハ）為替リスク 

外貨建資産・負債についてネット・ベースで資産超または負債超のポジションとなった場合に、為替の

価格が当初予定されていた価格と相違することにより損失が発生する可能性があります。 

（ニ）市場取引に付随する信用リスク 

市場取引に付随し、取引先の財務状況の悪化等により、資産の価値が減少ないし消失することによって

損失を被る可能性があります。 

ハ 流動性リスク 

流動性リスクとは、資金繰りに支障をきたすことにより損失を被る次のリスクをいいます。 

（イ）資金繰りリスク 

財務状況の悪化等により必要な資金が確保できなくなり、資金繰りがつかなくなる場合や、資金の確保

に通常よりも著しく高い金利の資金調達を余儀なくされることにより損失を被る可能性があります。 

（ロ）市場流動性リスク 

市場の混乱等により市場において取引ができなかったり、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀

なくされることにより損失を被る可能性があります。 

ニ 事務リスク 

役職員が正確な事務を怠るもしくは事務事故または不正等を起こすことにより、損失を被る可能性があり

ます。 

ホ システムリスク 

コンピュータシステムのダウンまたは誤作動により損失を被る可能性、あるいは、コンピューターが不正

に利用されることにより損失を被る可能性があります。 
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２．企業集団の状況  

当行グループは、当行および連結子会社６社で構成されており、銀行業務を中心にリース業務、クレジットカ

ード業務、信用保証業務等を通じて各種金融サービスを提供しております。 

 

    当   行（ 銀 行 業 ）・・・・本店ほか支店５５ 出張所２ 

    連 結 子 会 社 ６ 社 

     ながぎんビル管理株式会社（事業用不動産の管理業務） 

     株式会社長野スタッフサービス（人材派遣業務） 

     株式会社長野ビーエス（事務代行業務） 

     長野カード株式会社（クレジットカード業務、信用保証業務） 

株式会社ながぎんリース（総合リース業務） 

     ながぎん機販株式会社（中古物件リース業務） 

      

 

当行グループの事業系統図 
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融 資 人 材 派 遣 

事 務 代 行 

銀 行 業 務 
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３．経営方針   

（１）当行の経営の基本方針 

当行は、「お客さまと株主の皆さまおよび従業員の幸福と繁栄のために全力を尽くします。」の経営理念のも

と、「地域社会に信頼され、親しまれ、お客さまの相談に乗れる、存在感のある銀行」、「中小企業と個人に強い

銀行」、「躍動的で生き生きとした明るい銀行」、「１兆円規模のバランスのとれた銀行」、「堅実経営の銀行」を

めざして、グループ企業と連携し、地域に密着した総合金融サービスを提供することを経営の基本方針として

おります。 

（２）中長期的な経営戦略および目標とする経営指標 

当行は、平成１９年４月より「認識し、考え、行動する ＡＣＴ２１・ステップⅢ」を副題とする「第７次

長期経営計画」をスタートさせました。この計画の概要は次のとおりであります。 

＜基本方針＞ 

① コンプライアンス重視の企業風土を醸成し、社会的責任と公共的使命を果たす。 

② 「収益力の強化」、「リスク管理の徹底」および「業務の効率化」に努め、財務体質の強化を図る。 

③ 地域の銀行として地域密着型金融の機能強化を図り、お客さまの期待に応える。 

④ 職場環境の改善を図り、明るく働きやすい職場の実現に努める。 

⑤ 人材の育成を図り、人的資源のレベルアップに努める。 

＜経営指標の目標（平成２２年３月期）＞ 

① コア業務純益  ４６億円     ② 自己資本比率  ９．１％以上 

③ 不良債権比率（リスク管理債権比率）  ３．８％以下 

④ 預金残高（年度平均残高）      ８，６２０億円 

⑤ 融資残高（年度平均残高）      ６，５９０億円 

（３）当行が対処すべき課題 

当行は、中小・地域金融機関を対象とする「地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラ

ム」にもとづき、平成１７・１８年度と「地域密着型金融推進計画」を策定し着実に実行してまいりましたが、

今後も引き続き事業再生・中小企業金融の円滑化、経営力の強化および地域の利用者の利便性の向上の実現に

向け全力で取り組むこととしております。 

金融機関を取り巻く環境は、厳しい経済金融環境のもと、金融政策の変更に伴う金利上昇局面への対応、「個

人情報保護法」への対応、「預貯金者保護法」への対応など、大変厳しい状況にあります。さらに今後について

も、金融機関を取り巻く環境は、新ＢＩＳ規制(バーゼルⅡ)の導入への対応、「日本版ＳＯＸ法」（金融商品取

引法）の「財務報告に係る内部統制」への対応、本年１０月に実施される郵政民営化などによって一段と厳し

くなっていくことが予想されます。 

このような厳しい環境の中にあって当行は、平成１９年度より第７次長期経営計画をスタートさせ、今後も、

金融業が金融サービス業であるということをしっかりと認識し、引き続きお客さまのニーズを的確に把握して

お客さまの満足が得られるような金融サービスを積極的に提供していくとともに、コンプライアンス重視の企

業風土を醸成し、社会的責任と公共的使命を果たすとともに、収益力の強化、リスク管理の徹底および業務の

効率化に努め、財務体質の強固な銀行の実現に向けて精一杯努力してまいる所存であります。 
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４．連結財務諸表  

 

連 結 貸 借 対 照 表 

（ 平成１９年３月３１日現在 ） 

（単位：百万円） 

科    目 金    額 科    目 金    額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

現 金 預 け 金 １５,６７７ 預 金 ８２６,２４２ 

コールローン及び買入手形 １４,１００ コールマネー及び売渡手形 ５,０００ 

商 品 有 価 証 券 １７ 借 用 金 ９,３５２ 

有 価 証 券 ２０１,８７０ そ の 他 負 債 ５,２８５ 

貸 出 金 ６３４,７９６ 賞 与 引 当 金 ３８４ 

外 国 為 替 ３４２ 退 職 給 付 引 当 金 １,６４２ 

そ の 他 資 産 ９,３９１ 繰 延 税 金 負 債 ６１ 

有 形 固 定 資 産 ２１,６６６ 支 払 承 諾 ４,０３４ 

建 物 ３,８６０   

土 地 ６,２５２ 負 債 の 部 合 計 ８５２,００２ 

建 設 仮 勘 定 １５１ （ 純資産の部 ）  

その他の有形固定資産 １１,４０３ 資 本 金 １３,０００ 

無 形 固 定 資 産 １,９０６ 資 本 剰 余 金 ９,６６４ 

ソ フ ト ウ ェ ア ９９６ 利 益 剰 余 金 ２０,２８４ 

その他の無形固定資産 ９０９ 自 己 株 式 △ ７４６ 

繰 延 税 金 資 産 ６,８９９ 株 主 資 本 合 計 ４２,２０２ 

支 払 承 諾 見 返 ４,０３４ その他有価証券評価差額金 △ １１３ 

貸 倒 引 当 金 △ １４,６３７ 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ １ 

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 △ １１５ 

  少 数 株 主 持 分 １,９７４ 

  純 資 産 の 部 合 計 ４４,０６１ 

資 産 の 部 合 計 ８９６,０６４ 負 債 及 び純資 産の 部合計 ８９６,０６４ 
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（注） 

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあ

るものについては連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移

動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入

法により処理しております。 

４．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

５．当行の有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）につ

いては定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建 物   １０年～５０年 

 動 産    ２年～２０年 

連結子会社の有形固定資産は、リース事業に係る貸与資産については、リース期間定額法、その他の有形固定資産について

は、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法により償却しております。 

６．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結子

会社で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。 

７．当行の外貨建資産・負債は、主として連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

８．当行及び連結子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本

公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定

の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸

念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額の

うち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の

処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施しており、その

査定結果により上記の引当を行っております。 

９．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属す

る額を計上しております。 

10．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

 過去勤務債務   その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法により費用処理 

 数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 

当行は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成 18 年４月１日に確定給付型の退職給付制度の一部について確定拠出年金制度

及び退職金前払制度に移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しており

ます。本移行に伴う影響額は、特別利益として３８１百万円計上しております。 

11．当行及び連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

12．当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計

処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）に規定する繰延ヘッジによっ

ております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワッ

プ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在する

ことを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

13．当行の一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

14．当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

15．当行の取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額 ４１百万円 

16．有形固定資産の減価償却累計額      １９,７９１百万円 

17．有形固定資産の圧縮記帳額          ６３３百万円 

18．貸出金のうち、破綻先債権額は５,１７３百万円、延滞債権額は１８,６７５百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て

又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上

貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は

同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として

利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

19．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は該当ありません。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及

び延滞債権に該当しないものであります。 

20．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は８,１４０百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の

返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該
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当しないものであります。 

21．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は３１,９９０百万円であります。 

なお、18から21に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

22．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に基づいて、原債務

者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、連結貸借対照表計上額は、２,９５７百万円であります。 

23．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査

委員会報告第24号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又

は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は１３,４６１百万円であります。 

24．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

預け金         ２百万円 

有価証券    １７,８４２百万円 

その他資産    ２,１７０百万円 

有形固定資産   ８,４７０百万円 

担保資産に対応する債務 

預 金       ３８２百万円 

コールマネー   ５,０００百万円 

借用金      ９,１４２百万円 

その他負債     ３２５百万円 

上記のほか、当座借越契約、金利スワップ契約及び内国為替決済等の取引の担保として、預け金５００百万円及び有価証券

１４,１６６百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち保証金は２０２百万円であります。 

25．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（証券取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の額は１,３５０百

万円であります。 

なお、当該保証債務に係る支払承諾及び支払承諾見返については、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様

式が「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第38 号平成19 年４月 17 日）により改正され、平成18 年４

月１日以後開始する事業年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から相殺しております。これにより、

従来の方法に比べ支払承諾及び支払承諾見返は、それぞれ１,３５０百万円減少しております。 

26．１株当たりの純資産額４６６円４０銭 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号平成14年９月25日）が平成18年１

月 31 日付で改正され、会社法施行日以後終了する連結会計年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度か

ら同適用指針を適用し、１株当たりの純資産額は「繰延ヘッジ損益」を含めて算出しております。これによる１株当たりの純

資産額に与える影響は軽微であります。 

27．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定さ

れた条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資

未実行残高は、７７,７３５百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のものが４７,１７２百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行及び連

結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権

の保全及びその他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額を

することができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求する

ほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信

保全上の措置等を講じております。 

28．「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成17年12月９日）が会社法施行日以後終了する

連結会計年度から適用されることになったこと等から、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様式が「無尽業

法施行細則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第60号平成18年４月28日）により改正され、平成18年４月１日以後開

始する事業年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から以下のとおり表示を変更しております。 

(1) 「資本の部」は「純資産の部」とし、株主資本、評価・換算差額等及び少数株主持分に区分のうえ、表示しております。 

なお、当連結会計年度末における従来の「資本の部」の合計に相当する金額は４２,０８８百万円であります。 

(2) 純額で「繰延ヘッジ損失」（又は「繰延ヘッジ利益」）として「その他資産」（又は「その他負債」）に計上していたヘッ

ジ手段に係る損益又は評価差額は、税効果額を控除のうえ評価・換算差額等の「繰延ヘッジ損益」として相殺表示してお

ります。 

(3) 負債の部の次に表示していた「少数株主持分」は、純資産の部に表示しております。 

(4) 「動産不動産」については、「有形固定資産」、「無形固定資産」又は「その他資産」に区分して表示しております。 

① これにより、従来の「動産不動産」中の「建物土地動産」については、「有形固定資産」中の「建物」「土地」「その

他有形固定資産」として、また「建設仮払金」については「有形固定資産」中の「建設仮勘定」として表示しておりま

す。 

また、「動産不動産」中の保証金権利金のうち権利金は、「無形固定資産」中の「その他の無形固定資産」に、保証

金は、「その他資産」として表示しております。 

② 「その他資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資産」中の「ソフトウェア」として表示しており

ます。 
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連  結  損  益  計  算  書 
（ 平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日 ） 

（単位：百万円） 

科        目 金          額 

経 常 収 益    ２９,０４５  

 資 金 運 用 収 益  １８,５３１    

  貸 出 金 利 息  １５,４４９    

  有 価 証 券 利 息 配 当 金  １,９２６    

コールローン利息及び買入手形利息  ６５    

預 け 金 利 息  １    

そ の 他 の 受 入 利 息  １,０８８    

役 務 取 引 等 収 益  ２,１６６    

 そ の 他 業 務 収 益  ７,９７８    

 そ の 他 経 常 収 益  ３６８    

経 常 費 用    ２７,３８２  

 資 金 調 達 費 用  ２,９３９    

  預 金 利 息  ２,２６９    

コールマネー利息及び売渡手形利息  ０    

借 用 金 利 息  １６３    

そ の 他 の 支 払 利 息  ５０６    

役 務 取 引 等 費 用  １,２６４    

 そ の 他 業 務 費 用  ７,５３０    

 営 業 経 費  １１,６９４    

 そ の 他 経 常 費 用  ３,９５３    

貸 倒 引 当 金 繰 入 額  ３,１８３    

そ の 他 の 経 常 費 用  ７７０    

経 常 利 益    １,６６３  

特 別 利 益    ４３３  

固 定 資 産 処 分 益  ４６    

償 却 債 権 取 立 益  ４    

そ の 他 の 特 別 利 益  ３８２    

特 別 損 失    １７５  

固 定 資 産 処 分 損  ６１    

減 損 損 失  １１４    

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益    １,９２１  

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税    ２７５  

法 人 税 等 調 整 額    ５７７  

少 数 株 主 利 益    ７２  

当 期 純 利 益    ９９５  

      
 
（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．１株当たり当期純利益金額 １１円２銭 
３．「その他の経常費用」には、貸出金償却１１２百万円及び株式等償却１８３百万円を含んでおります。 
４．「その他の特別利益」には、確定拠出年金制度及び退職金前払制度への移行に伴う制度変更益３８１百万円を含んでお
ります。 
５．営業キャッシュ・フローの低下等により、投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、以下の資産について帳簿価
額を回収可能価額まで減額し当該減少額１１４百万円を減損損失として計上しております。 

地 域 主な用途 種 類 減損損失 
長野県内 事業用店舗２か所 土地、建物 113百万円 
  及びその他 （うち土地   55百万円）
   （うち建物   28百万円）

   （うちその他   29百万円）
長野県外 事業用店舗１か所 動産 0百万円 
   （うち動産       0百万円）
合計   114百万円 

   （うち土地   55百万円）
   （うち建物   28百万円）
   （うち動産       0百万円）
   （うちその他      29百万円）

事業用店舗については、個別に継続的な収支の把握を行っていることから原則として支店単位（ただし、同一建物内
で複数店舗が営業している場合は、一体とみなす。）でグルーピングを行っております。また、連結子会社については、
主として各社を１つの資産グループとしております 
なお、回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方としており、正味売却価額による場合は、不動産
鑑定評価基準等に基づき、使用価値による場合は将来キャッシュ･フローを５.１％で割り引いて算定しております。 
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

（ 平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日 ） 
 

（単位：百万円） 

株主資本 評価・換算差額等  

資本金 
資本 

剰余金 

利益 

剰余金 
自己株式

株主資本

合計 

その他 

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益 

評価・換算

差額等 

合計 

少数株主

持分 

純資産 

合計 

前連結会計年度末 

残高 
13,000 9,663 19,741 △ 715 41,689 △ 583 － △ 583 1,903 43,009

当連結会計年度 

変動額 
   

 
剰余金の配当   △ 451 △ 451  △ 451

 
当期純利益   995 995  995

 
自己株式の取得   △ 33 △ 33  △ 33

 
自己株式の処分  0 1 2  2

 

株主資本以外の項

目の当連結会計年

度変動額 

（純額） 

  469 △ 1 468 70 539

当連結会計年度 

変動額合計 
－ 0 543 △ 31 512 469 △ 1 468 70 1,051

当連結会計年度末 

残高 
13,000 9,664 20,284 △ 746 42,202 △ 113 △ 1 △115 1,974 44,061

 

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
２．発行済株式の種類及び株式数並びに自己株式の種類及び株式数は、次のとおりであります。 

（単位：千株） 

 前連結会計年度末 

株式数 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計年度末 

株式数 

摘 要 

発行済株式    
 普通株式 92,410 － － 92,410  
自己株式    
 普通株式 2,099 78 5 2,172 注１、注２ 

注１ 自己株式の株式数増加の原因は、単元未満株式の買取りによるものであります。 
 ２ 自己株式の株式数減少の原因は、買増制度による単元未満株式の処分によるものであります。 

３．当行の配当については、次のとおりであります。 
  当連結会計年度中の配当金支払額 

 

決議 
株式の種類 配当金の総額 １株当たりの金額 基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 ２２５百万円 ２円５０銭 

平成18年 

３月31日 

平成18年 

６月30日 

平成18年11月22日 

取締役会 
普通株式 ２２５百万円 ２円５０銭 

平成18年 

９月30日 

平成18年 

12月８日 

合計  ４５１百万円    

 

  基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの 
平成19年６月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しておりま

す。 
①配当金の総額         ２２５百万円 
②１株当たり配当額        ２円５０銭 
③基準日         平成19年３月31日 
④効力発生日       平成19年６月29日 
なお、配当原資は、その他利益剰余金とする予定としております。 

 
４．「株主資本等変動計算書に関する会計基準」（企業会計基準第６号平成17年12月27日）及び「株主資本等変動計算書
に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第９号平成17年12月27日）が会社法施行日以後終了する連結
会計年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び適用指針を適用し、従来の連結
剰余金計算書に替えて連結株主資本等変動計算書を作成しております。 
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連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 

（ 平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日 ） 

 
（単位：百万円） 

科         目 金        額 

Ⅰ 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー     
  税金等調整前当期純利益  １,９２１ 
  減価償却費   ８３５ 
  減損損失   １１４ 
  リース・割賦売上原価   ６,５０９ 
  のれん償却額  △ ６５ 
  貸倒引当金の減少額  △ ６５７ 
  賞与引当金の増加額 ３９ 
  退職給付引当金の減少額 △ ５５３ 
  資金運用収益 △ １８,５３１ 
  資金調達費用   ２,９３９ 
  有価証券関係損益（△） ３８９ 
  為替差損益（△）  △ ５ 
  固定資産処分損益（△）  １４ 
  貸出金の純増（△）減  △ １８,５９２ 
  預金の純増減（△）   ７,６８１ 
  コールローン等の純増（△）減 △ ３,５００ 
  コールマネー等の純増減（△） ５,０００ 
  預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △ ２,６２４ 
  外国為替（資産）の純増（△）減  ７８ 
  資金運用による収入  １８,５９５ 
  資金調達による支出 △ ２,４９０ 
  貸与資産・割賦資産の取得による支出 △ ７,３８４ 
  その他 ５４３ 

  小    計  △ ９,７４１ 
  法人税等の支払額 △ １,３５５ 

 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ １１,０９７ 

Ⅱ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー    

  有価証券の取得による支出 △ ３０,２７５ 
  有価証券の売却による収入 １６,０４７ 
  有価証券の償還による収入  ２７,１３５ 
  有形固定資産の取得による支出  △ １,００８ 
  有形固定資産の売却による収入 ６２ 
  無形固定資産の取得による支出 △ ６１８ 

 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  １１,３４３ 

Ⅲ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー    

  借入による収入 ３,０００ 
  借入金の返済による支出 △ ２,５０４ 
  自己株式の取得による支出 △ ３３ 
  自己株式の売却による収入 ２ 
  配当金の支払額 △ ４５１ 
  少数株主への配当金の支払額 △ ２ 

 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー １１ 

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額  ５ 

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額 ２６２ 

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高  １０,４４９ 

Ⅶ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高   １０,７１２ 

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
２．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け
金であります。 
３．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであります。 

     現金預け金勘定    １５,６７７百万円 
     普通預け金     △ ３,５５１百万円 
     定期預け金     △ １,３６２百万円 
     その他       △   ５２百万円  
     現金及び現金同等物  １０,７１２百万円  

４．「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様式が「無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第
60号平成18年４月28日）により改正され、平成18年４月１日以後開始する連結会計年度から適用されることになったことに
伴い、当連結会計年度から以下のとおり連結キャッシュ・フロー計算書の表示を変更しております。 
 (1) 「連結調整勘定償却額」は「のれん償却額」に含めて表示しております。 
 (2) 「動産不動産処分損益（△）」は、連結貸借対照表の「動産不動産」が「有形固定資産」、「無形固定資産」等に区分された
ことに伴い、「固定資産処分損益（△）」等として表示しております。 
また、「動産不動産の取得による支出」は「有形固定資産の取得による支出」等として、「動産不動産の売却による収入」は、

「有形固定資産の売却による収入」等として表示しております。 
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比 較 連 結 貸 借 対 照 表（主要内訳） 
 

                             （単位：百万円） 

科      目 
平成１８年度末 
（Ａ） 

平成１７年度末 
（Ｂ） 

比  較 
（Ａ－Ｂ） 

（資産の部）     

現 金 預 け 金  15,677  12,790  2,887

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形  14,100  10,600  3,500

商 品 有 価 証 券  17  17  0

有 価 証 券  201,870  214,516 △ 12,646

貸 出 金  634,796  616,203  18,593

外 国 為 替  342  420 △ 78

そ の 他 資 産  9,391  9,657 △ 266

動 産 不 動 産  －  22,015  －

有 形 固 定 資 産  21,666  －  －

無 形 固 定 資 産  1,906  －  －

繰 延 税 金 資 産  6,899  7,793 △ 894

支 払 承 諾 見 返  4,034  5,458 △ 1,424

貸 倒 引 当 金 △ 14,637 △ 15,295  658

資 産 の 部 合 計 896,064  884,177  11,887

（負債の部）    

預 金  826,242  818,560  7,682

コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形  5,000  －  5,000

借 用 金  9,352  8,856  496

そ の 他 負 債  5,285  5,621 △ 336

賞 与 引 当 金  384  345  39

退 職 給 付 引 当 金  1,642  2,196 △ 554

繰 延 税 金 負 債  61  63 △ 2

連 結 調 整 勘 定  －  65 △ 65

支 払 承 諾  4,034  5,458 △ 1,424

負 債 の 部 合 計  852,002  841,168  10,834

（少数株主持分）    

少 数 株 主 持 分  －  1,903  －

（資本の部）    

資 本 金  －  13,000  －

資 本 剰 余 金  －  9,663  －

利 益 剰 余 金  －  19,741  －

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 － △ 583  －

自 己 株 式 － △ 715  －

資 本 の 部 合 計  － 41,105  －

負債、少数株主持分及び資本の部合計  － 884,177  －

（純資産の部）    

資 本 金 13,000  －  －

資 本 剰 余 金 9,664  －  －

利 益 剰 余 金 20,284  －  －

自 己 株 式 △ 746  －  －

株 主 資 本 合 計 42,202  －  －

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △ 113  －  －

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 1  －  －

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 △ 115  －  －

少 数 株 主 持 分 1,974  －  －

純 資 産 の 部 合 計 44,061  －  －

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 896,064  －  －
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比 較 連 結 損 益 計 算 書（主要内訳） 

 

（単位：百万円） 

科      目 
平成１８年度 

（Ａ） 

平成１７年度 

（Ｂ） 

比  較 

（Ａ－Ｂ） 

経 常 収 益  29,045  27,676  1,369  

 資 金 運 用 収 益  18,531  17,742  789  

  （ う ち 貸 出 金 利 息 ） ( 15,449 ) ( 15,151 ) (  298 ) 

  （うち有価証券利息配当金） ( 1,926 ) ( 1,829 )  (  97 ) 

 役 務 取 引 等 収 益  2,166  2,041  125  

 そ の 他 業 務 収 益  7,978  7,353  625  

 そ の 他 経 常 収 益  368  539  △ 171  

経 常 費 用  27,382  26,086  1,296  

 資 金 調 達 費 用  2,939  1,784  1,155  

  （ う ち 預 金 利 息 ） ( 2,269 ) ( 1,115 )  (  1,154 ) 

 役 務 取 引 等 費 用  1,264  1,263  1  

 そ の 他 業 務 費 用  7,530  6,469  1,061  

 営 業 経 費  11,694  11,595  99  

 そ の 他 経 常 費 用  3,953  4,973  △ 1,020  

経 常 利 益  1,663  1,589  74  

特 別 利 益  433  14  419  

特 別 損 失  175  146  29  

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  1,921  1,458  463  

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  275  949  △ 674  

法 人 税 等 調 整 額  577  △ 341  918  

少 数 株 主 利 益  72  94  △ 22  

当 期 純 利 益  995  754  241  

 

 

連 結 剰 余 金 計 算 書（主要内訳） 

 
（単位：百万円） 

科      目 平成１７年度 

（資本剰余金の部）  

資 本 剰 余 金 期 首 残 高  9,663

資 本 剰 余 金 増 加 高  0

資 本 剰 余 金 減 少 高  －

資 本 剰 余 金 期 末 残 高  9,663

（利益剰余金の部）  

利 益 剰 余 金 期 首 残 高  19,438

利 益 剰 余 金 増 加 高  754

当 期 純 利 益  754

利 益 剰 余 金 減 少 高  452

利 益 剰 余 金 期 末 残 高  19,741
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比 較 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 
 

                                             （単位：百万円） 

科        目 
平成１８年度 
（Ａ） 

平成１７年度 
（Ｂ） 

比  較 
(Ａ－Ｂ) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     
 税金等調整前当期純利益 1,921 1,458  463 
 減価償却費 835 840 △ 5 
 減損損失 114 109  5 
 リース・割賦売上原価 6,509 5,286  1,223 
 連結調整勘定償却額 － △ 65  － 
 のれん償却額 △ 65 －  － 
 貸倒引当金の増減額 △ 657 1,877 △ 2,534 
 賞与引当金の増加額 39 44 △ 5 
 退職給付引当金の減少額 △ 553 △ 31 △ 522 
 資金運用収益 △ 18,531 △ 17,742 △ 789 
 資金調達費用 2,939 1,784  1,155 
 有価証券関係損益（△） 389 △ 108  497 
 為替差損益（△） △ 5 △ 11  6 
 動産不動産処分損益（△） － 35  － 
 固定資産処分損益（△） 14 －  － 
 貸出金の純増（△）減 △ 18,592 △ 17,073 △ 1,519 
 預金の純増減（△） 7,681 12,532 △ 4,851 
 コールローン等の純増（△）減 △ 3,500 26,914 △ 30,414 
 コールマネー等の純増減（△） 5,000 △ 859  5,859 
 預け金(日銀預け金を除く)の純増（△）減 △ 2,624 78 △ 2,702 
 外国為替(資産)の純増（△）減 78 56  22 
 外国為替(負債)の純増減（△） － △ 0  0 
 資金運用による収入 18,595 17,561  1,034 
 資金調達による支出 △ 2,490 △ 1,672 △ 818 
 貸与資産・割賦資産の取得による支出 △ 7,384 △ 5,043 △ 2,341 
 その他 543 255  288 

 小   計 △ 9,741 26,227 △ 35,968 
 法人税等の支払額（△）還付額 △ 1,355 322 △ 1,677 

 営業活動によるキャッシュ・フロー △ 11,097 26,549 △ 37,646 
      
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     
 有価証券の取得による支出 △ 30,275 △ 88,203  57,928 
 有価証券の売却による収入 16,047 41,858 △ 25,811 
 有価証券の償還による収入 27,135 14,442  12,693 
 動産不動産の取得による支出 － △ 301  － 
 動産不動産の売却による収入 － 86  － 
 有形固定資産の取得による支出 △ 1,008 －  － 
 有形固定資産の売却による収入 62 －  － 
 無形固定資産の取得による支出 △ 618 －  － 

 投資活動によるキャッシュ・フロー 11,343 △ 32,116  43,459 
      
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     
 借入による収入 3,000 3,250 △ 250 
 借入金の返済による支出 △ 2,504 △ 3,051  547 
 自己株式の取得による支出 △ 33 △ 67  34 
 自己株式の売却による収入 2 0  2 
 配当金の支払額 △ 451 △ 451  0 
 少数株主への配当金の支払額 △ 2 △ 2  － 

 財務活動によるキャッシュ・フロー 11 △ 322  333 
      
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 5 11 △ 6 

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 262 △ 5,878  6,140 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 10,449 16,327 △ 5,878 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 10,712 10,449  263 
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連結財務諸表作成のための基本となる事項 

 

 

１． 連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社    ６社 

   会社名 

     ながぎんビル管理株式会社 

     株式会社長野スタッフサービス 

     株式会社長野ビーエス 

     長野カード株式会社 

株式会社ながぎんリース 

     ながぎん機販株式会社 

（２）非連結子会社 

   該当ありません。 

２． 持分法の適用に関する事項 

該当ありません。 

３． 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は次のとおりであります。 

  ３月末日   ６社 

４．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

５．のれんの償却に関する事項 

のれんの償却については、５年間の均等償却を行っております。 
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セ グ メ ン ト 情 報 
 

１．事業の種類別セグメント情報 

当連結会計年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） 

（単位：百万円） 

 銀行業務 リース業務 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ経常収益及び経常利益  

経 常 収 益  

(１)外部顧客に対する経常収益 21,353 7,692 29,045 － 29,045

(２)セグメント間の内部経常収益 161 214 376 ( 376) －

計 21,515 7,907 29,422 ( 376) 29,045

経 常 費 用 19,952 7,804 27,757 ( 374) 27,382

経 常 利 益 1,562 102 1,665 ( 1) 1,663

Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支出  

資 産 884,520 19,561 904,082 ( 8,018) 896,064

減 価 償 却 費 676 4,059 4,735 － 4,735

減 損 損 失 114 － 114 － 114

資 本 的 支 出 1,345 4,224 5,570 － 5,570
  
（注）１．事業種類は、連結会社の事業の内容により、銀行業務、リース業務に区分しております。 
   ２．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

３．資本的支出にはシステム関連投資等を含んでおります。 

 

前連結会計年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日） 

（単位：百万円） 

 銀行業務 リース業務 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ経常収益及び経常利益  

経 常 収 益  

(１)外部顧客に対する経常収益 20,784 6,891 27,676 － 27,676

(２)セグメント間の内部経常収益 182 216 399 ( 399) －

計 20,967 7,107 28,075 ( 399) 27,676

経 常 費 用 19,535 6,949 26,484 ( 397) 26,086

経 常 利 益 1,432 158 1,590 ( 1) 1,589

Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支出  

資 産 873,905 19,671 893,577 ( 9,399) 884,177

減 価 償 却 費 652 3,859 4,512 － 4,512

減 損 損 失 109 － 109 － 109

資 本 的 支 出 487 4,111 4,598 － 4,598
 
（注）１．事業種類は、連結会社の事業の内容により、銀行業務、リース業務に区分しております。 
   ２．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

３．資本的支出にはシステム関連投資等を含んでおります。 

 

 

２．所在地別セグメント情報 

当連結会計年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） 

在外子会社等及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報は該当ありません。 

前連結会計年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日） 

 在外子会社等及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報は該当ありません。 
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３．国際業務経常収益 

当連結会計年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） 

国際業務経常収益が連結経常収益の１０％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日） 

国際業務経常収益が連結経常収益の１０％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。 

 

 

（開示の省略） 

リース取引、関連当事者との取引及びデリバティブ取引に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大き

くないと考えられるため開示を省略します。 

 

 

 

税 効 果 会 計 関 係 

 

当連結会計年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 （単位：百万円）

退職給付引当金損金算入限度超過額 662 

貸倒引当金損金算入限度超過額 4,838 

減価償却費損金算入限度超過額 304 

有価証券評価損 815 

その他有価証券評価差額金 79 

その他 426 

繰延税金資産小計 7,126 

評価性引当額 △ 222 

繰延税金資産合計 6,903 

繰延税金負債  

還付事業税 △ 4 

繰延税金負債合計 △ 4 

繰延税金資産の純額 6,899 

 

繰延税金負債  

連結子会社土地評価差額 △ 61 

繰延税金負債合計 △ 61 

 

 

２．連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるとき

の、当該差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.3% 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.9% 

評価性引当額 5.8% 

のれんの償却 △ 1.4% 

その他 △ 2.2% 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.4% 

 



㈱長野銀行(8521)平成 19 年 3 月期決算短信 

－20－ 

 

有 価 証 券 関 係  

１．当連結会計年度末 

 
（１）売買目的有価証券（平成１９年３月３１日現在） 

（単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額 

売買目的有価証券 17 △ 0 

 

（２）満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成１９年３月３１日現在） 

（単位：百万円） 

  連結貸借対 

照表計上額 
時 価 差 額 

うち益 うち損 

国 債 5,610 5,504 △ 106 － 106 

地方債 2,447 2,469 21 21 － 

その他 12,300 11,753 △ 546 9 556 

合 計 20,358 19,726 △ 631 31 663 

（注）１．時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。 

   ２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

 

（３）その他有価証券で時価のあるもの（平成１９年３月３１日現在） 

（単位：百万円） 

  
取得原価 

連結貸借対 

照表計上額 
評価差額 

うち益 うち損 

株 式 6,512 8,192 1,680 2,056 376 

債 券 168,956 167,135 △ 1,821 194 2,015 

国 債 77,267 75,825 △ 1,441 70 1,512 

地方債 10,877 10,812 △ 65 15 81 

 

社 債 80,811 80,498 △ 313 107 421 

その他 2,382 2,329 △ 52 15 68 

合 計 177,851 177,657 △ 193 2,267 2,461 

（注）１．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。 

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

 

（４）当該連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） 

（単位：百万円） 

 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

その他有価証券 15,572 5 211 

 

（５）時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成１９年３月３１日現在） 

（単位：百万円） 

 金         額 

満期保有目的の債券   

   社 債 （私募債） 2,260  

その他有価証券   

   非上場株式 

その他の証券 

1,569 
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（６）その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成１９年３月３１日現在） 

（単位：百万円） 

 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 

債 券 27,943 91,258 45,340 12,910 

 国 債 2,000 34,760 31,763 12,910 

 地方債 3,217 5,942 4,099 － 

 社 債 22,725 50,556 9,476 － 

その他 － 1,873 1,711 10,500 

合 計 27,943 93,132 47,052 23,410 
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２．前連結会計年度末 

 
（１）売買目的有価証券（平成１８年３月３１日現在） 

（単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額 

売買目的有価証券 17 △ 0 

 

（２）満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成１８年３月３１日現在） 

（単位：百万円） 

  連結貸借対 

照表計上額 
時 価 差 額 

うち益 うち損 

国 債 5,625 5,390 △ 234 － 234 

地方債 2,447 2,470 22 22 － 

その他 15,000 14,298 △ 701 30 731 

合 計 23,072 22,158 △ 913 53 966 

（注）１．時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。 

   ２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

 

（３）その他有価証券で時価のあるもの（平成１８年３月３１日現在） 

（単位：百万円） 

  
取得原価 

連結貸借対 

照表計上額 
評価差額 

うち益 うち損 

株 式 6,675 9,245 2,570 2,906 335 

債 券 179,864 176,296 △ 3,568 68 3,636 

国 債 72,764 70,422 △ 2,341 3 2,344 

地方債 11,603 11,393 △ 209 10 220 

 

社 債 95,497 94,479 △ 1,017 53 1,071 

その他 2,393 2,413 19 30 11 

合 計 188,933 187,955 △ 978 3,005 3,983 

（注）１．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。 

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

 

（４）当該連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日） 

（単位：百万円） 

 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

その他有価証券 41,858 349 163 

 

（５）時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成１８年３月３１日現在） 

（単位：百万円） 

 金         額 

満期保有目的の債券   

   社 債 （私募債） 1,879  

その他有価証券   

   非上場株式 

その他の証券 

1,583 

24 

 

 

（６）その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成１８年３月３１日現在） 

（単位：百万円） 

 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 

債 券 22,164 94,960 51,508 17,614 

 国 債 3,510 20,746 34,176 17,614 

 地方債 1,615 8,498 3,727 － 

 社 債 17,038 65,715 13,605 － 

その他 － 392 16,049 － 

合 計 22,164 95,353 67,558 17,614 
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金 銭 の 信 託 関 係 
 

１．当連結会計年度末（平成１９年３月３１日現在） 

  該当ありません。 

２．前連結会計年度末（平成１８年３月３１日現在） 

  該当ありません。 

 

 

その他有価証券評価差額金 
 

１．当連結会計年度末（平成１９年３月３１日現在） 

連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

 金        額 

評価差額 △ 193  
（＋）繰延税金資産 79  
その他有価証券評価差額金 △ 113  

 

２．前連結会計年度末（平成１８年３月３１日現在） 

連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 
（単位：百万円） 

 金        額 

評価差額 △ 978  
（＋）繰延税金資産 394  
その他有価証券評価差額金 △ 583  

 

 

 

退 職 給 付 関 係 

 

１．採用している退職給付制度の概要 

  当行は、確定給付型の制度として、退職一時金制度、適格退職年金制度及び企業年金基金制度を採用しており

ましたが、企業年金基金制度については、平成１８年４月１日に確定拠出年金制度及び退職金前払制度に移行し

ております。また、連結子会社の一部は退職一時金制度を採用しております。 

 

２．退職給付債務に関する事項 

                                            （単位：百万円） 

区   分 
当連結会計年度 

（平成１９年３月３１日） 

前連結会計年度 

（平成１８年３月３１日） 

退職給付債務 

年金資産 

未積立退職給付債務 

会計基準変更時差異の未処理額 

未認識数理計算上の差異 

未認識過去勤務債務 

退職給付引当金 
 

(A) 

(B) 

(C)=(A)+(B) 

(D) 

(E) 

(F) 

(G)=(C)+(D)+(E)+(F) 

△ ３,７０７ 

１,８１４ 

△ １,８９３ 

－ 

１９４ 

５５ 

△ １,６４２ 

△ ４,４７７ 

２,２５１ 

△ ２,２２５ 

－ 

１３ 

１５ 

△ ２,１９６ 
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３．退職給付費用に関する事項 

                                                                                      （単位：百万円） 

区   分 
当連結会計年度 

（平成１９年３月３１日） 

前連結会計年度 

（平成１８年３月３１日） 

勤務費用 

利息費用 

期待運用収益 

過去勤務債務の費用処理額 

数理計算上の差異の費用処理額 

会計基準変更時差異の費用処理額 

その他（臨時に支払った割増退職金等） 

２０８ 

６５ 

△ ５１ 

６ 

７０ 

－ 

－ 

２６９ 

８６ 

△ ７６ 

△ ４ 

８４ 

－ 

－ 

退職給付費用 ２９９ ３５９ 

確定拠出年金制度及び退職金前払制度への移行に伴う損益（△） △ ３８１ － 

計 △ ８１ ３５９ 

 
 
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
 

区   分 
当連結会計年度 

（平成１９年３月３１日） 
前連結会計年度 

（平成１８年３月３１日） 

(1) 割引率 

(2) 期待運用収益率 

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 

(5) 数理計算上の差異の処理年数 

１．７５％ 

３．０％ 

期間定額基準 

当連結会計年度より１０年 

翌連結会計年度より１０年 

１．７５％ 

３．０～５．５％ 

期間定額基準 

当連結会計年度より１０年 

翌連結会計年度より１０年 

 

 

 1 株 当 た り 情 報  
 

 

  当連結会計年度 前連結会計年度 
  （自 平成18年４月 １日 （自 平成17年４月 １日 
  至 平成19年３月31日） 至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 466.40 455.16 

１株当たり当期純利益 円 11.02 8.35 

（注）１ １株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

（１）１株当たり純資産額 

  当連結会計年度 前連結会計年度 
  （平成19年３月31日） （平成18年３月31日） 

純資産の部の合計額 百万円 44,061 － 

純資産の部の合計額から控除する金額 百万円 1,974 － 

 （うち少数株主持分） 百万円 1,974 － 

普通株式に係る期末の純資産額 百万円 42,087 － 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

期末の普通株式の数 
千株 90,237 － 

（２）１株当たり当期純利益 

  当連結会計年度 前連結会計年度 
  （自 平成18年４月１日 （自 平成17年４月 １日 
  至 平成19年３月31日） 至 平成18年３月31日）

当期純利益 百万円 995 754 

普通株主に帰属しない金額 百万円 － － 

普通株式に係る当期純利益 百万円 995 754 

普通株式の期中平均株式数 千株 90,277 90,385 

   ２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。 
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５．個別財務諸表  

 

第４８期末（平成１９年３月３１日現在）貸借対照表 

 

（単位：百万円） 

科   目 金   額 科   目 金   額 

（ 負 債 の 部 ） 

預 金 

当 座 預 金 

普 通 預 金 

貯 蓄 預 金 

通 知 預 金 

定 期 預 金 

定 期 積 金 

そ の 他 の 預 金 

コ ー ル マ ネ ー 

そ の 他 負 債 

未 払 費 用 

前 受 収 益 

従 業 員 預 り 金 

給 付 補 て ん 備 金 

金 融 派 生 商 品 

そ の 他 の 負 債 

賞 与 引 当 金 

退 職 給 付 引 当 金 

支 払 承 諾 

 

８２８,４２２ 

２１,４８７ 

２１５,０９６ 

１８,７９２ 

２,７６１ 

５２７,３６９ 

２４,４４９ 

１８,４６６ 

５,０００ 

２,９６５ 

１,０４２ 

１,１４７ 

３２５ 

１３ 

９８ 

３３８ 

３６９ 

１,６３７ 

４,０３４ 

 

負 債 の 部 合 計 ８４２,４２７ 

（ 純 資 産 の 部 ） 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

そ の 他 資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

退 職 給 与 積 立 金 

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

株 主 資 本 合 計 

その他有価証券評価差額金 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 

 

 

１３,０００ 

９,６６４ 

９,６６３ 

０ 

１９,５５８ 

２,４９０ 

   １７,０６７ 

１８５ 

１４,９９７ 

１,８８４ 

△  ７４６ 

４１,４７５ 

△  １１３ 

△ １ 

△  １１５ 

（ 資 産 の 部 ） 

現 金 預 け 金

現 金

預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

商 品 有 価 証 券

商 品 国 債

有 価 証 券

国 債

地 方 債

社 債

株 式

そ の 他 の 証 券

貸 出 金

割 引 手 形

手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

外 国 為 替

外 国 他 店 預 け

買 入 外 国 為 替

取 立 外 国 為 替

そ の 他 資 産

未 収 収 益

金 融 派 生 商 品

そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

建 設 仮 勘 定

その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

その他の無形固定資産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

 

１４,８６０ 

１０,１６１ 

４,６９９ 

１４,１００ 

１７ 

１７ 

２０２,１０５ 

８１,４３５ 

１３,２５９ 

８２,７５８ 

９,９９７ 

１４,６５４ 

６４１,１２３ 

１３,３８８ 

９１,３１１ 

４７８,５２６ 

５７,８９８ 

３４２ 

２１３ 

７３ 

５５ 

２,６３９ 

１,２２４ 

１０９ 

１,３０５ 

１０,４９０ 

３,４６８ 

６,０６５ 

１５１ 

８０５ 

１,１９３ 

９３２ 

２６０ 

６,４１４ 

４,０３４ 

△ １３,５３２ 

純 資 産 の 部 合 計 ４１,３６０ 

資 産 の 部 合 計 ８８３,７８８ 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 ８８３,７８８ 
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（注） 

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社等株式については移動平均法

による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法によ

り算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価

差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

４．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

５．有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成 10 年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）については定額

法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  １０年～５０年 

  動 産   ２年～２０年 

６．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可

能期間（５年）に基づいて償却しております。 

７．外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

８．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認

会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎

に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相

当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める

額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保

証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施しており、その査定

結果により上記の引当を行っております。 

９．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当期に帰属する額を計上して

おります。 

10．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計

上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務   その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法により費用処理 

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌期から損益処理 

当行は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成18年４月１日に確定給付型の退職給付制度の一部について確定拠出年金制度及び退

職金前払制度に移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しております。本移

行に伴う影響額は、特別利益として３８１百万円計上しております。 

11．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じ

た会計処理によっております。 

12．外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関す

る会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘ

ッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引等をヘッジ手

段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによ

りヘッジの有効性を評価しております。 

13．一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

14．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

15．取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額    ４１百万円 

16．関係会社の株式総額               ２４７百万円 

17．関係会社に対する金銭債権総額        ８，４６０百万円 

18．関係会社に対する金銭債務総額        ２，１８０百万円 

19．有形固定資産の減価償却累計額         ９,８９３百万円 

20．有形固定資産の圧縮記帳額            ６３３百万円 

21．貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用し

ております。 

22．貸出金のうち、破綻先債権額は５，０１８百万円、延滞債権額は１８，２８０百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は

弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」

という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に

規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息

の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

23．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は該当ありません。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延

滞債権に該当しないものであります。 
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24．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は８，１４０百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済

猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しない

ものであります。 

25．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は３１，４４０百万円であります。 

なお、２２から２５に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

26．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に基づいて、原債務者に

対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、貸借対照表計上額は、２,９５７百万円であります。 

27．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員

会報告第24号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）

担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は１３,４６１百万円であります。 

28．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

預け金                ２百万円 

有価証券         １７，８４２百万円 

担保資産に対応する債務 

預金              ３８２百万円 

コールマネー         ５，０００百万円 

その他負債           ３２５百万円 

上記のほか、当座借越契約、金利スワップ契約及び内国為替決済等の取引の担保として、預け金５００百万円及び有価証券１４，

１６６百万円を差し入れております。 

子会社等の借入金等の担保は該当ありません。 

また、その他の資産のうち保証金は１９４百万円であります。 

29．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（証券取引法第２条第３項）による社債に対する当行の保証債務の額は１,３５０

百万円であります。 

なお、当該保証債務に係る支払承諾及び支払承諾見返については、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様式が

「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第38号平成19年４月17日）により改正され、平成18年４月１日以後

開始する事業年度から適用されることになったことに伴い、当期から相殺しております。これにより、従来の方法に比べ支払承諾

及び支払承諾見返は、それぞれ１,３５０百万円減少しております。 

30．１株当たりの純資産額４５８円３５銭 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号平成14年９月25日）が平成18年１月31

日付で改正され、会社法施行日以後終了する事業年度から適用されることになったことに伴い、当期から同適用指針を適用し、１

株当たり純資産額は「繰延ヘッジ損益」を含めて算出しております。これによる１株当たりの純資産額に与える影響は軽微であり

ます。 

31．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の

証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。以下３４まで同様であります。 

売買目的有価証券 

 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

当期の損益に含まれた評価差額 
（百万円） 

売買目的有価証券 １７ △０ 
 
満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 
貸借対照表 

計上額（百万円） 
時  価 
（百万円） 

差  額 
（百万円） 

う ち 益 
（百万円） 

う ち 損 
（百万円） 

国 債 ５，６１０ ５，５０４ △１０６ ―  １０６
地方債 ２，４４７ ２，４６９ ２１ ２１ ― 
その他 １２，３００ １１，７５３ △５４６ ９ ５５６
合計 ２０，３５８ １９，７２６ △６３１ ３１ ６６３

 
その他有価証券で時価のあるもの 

 
取得原価 
（百万円） 

貸借対照表 
計上額（百万円）

評価差額 
（百万円） 

う ち 益 
（百万円） 

う ち 損 
（百万円） 

株  式 ６，５１２ ８，１９２ １，６８０ ２，０５６ ３７６
債  券 １６８，９５６ １６７，１３５ △１，８２１ １９４ ２，０１５
国 債 ７７，２６７ ７５，８２５ △１，４４１ ７０ １，５１２
地方債 １０，８７７ １０，８１２ △６５ １５ ８１
社 債 ８０，８１１ ８０，４９８ △３１３ １０７ ４２１
そ の 他 ２，３８２ ２，３２９ △５２ １５ ６８
合計 １７７，８５１ １７７，６５７ △１９３ ２，２６７ ２，４６１

なお、上記の評価差額に繰延税金資産７９百万円を加えた額△１１３百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれておりま
す。 
当期において、その他有価証券で時価のある株式について１７４百万円、その他について８百万円減損処理を行っております。
なお、当該有価証券の減損処理に当たっては、時価の下落率が３０％以上の銘柄について「著しく下落した」と判断し、このうち
下落率が５０％以上の銘柄については減損処理の対象としております。また、下落率が３０％以上５０％未満の銘柄については回
復可能性がないと判定したものを減損処理の対象としております。 



㈱長野銀行(8521)平成 19 年 3 月期決算短信 

－27－ 

 
32．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

 
売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

その他有価証券 １５，５７２ ５ ２１１ 
 
33．時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

 金額（百万円） 
満期保有目的の債券  
  社債（私募債） ２，２６０ 
子会社等株式  
  子会社等株式 ２４７ 
その他有価証券  
  非上場株式 １，５５７ 
  その他の証券 ２４ 

 
34．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

 
１年以内 
（百万円） 

1年超5年以内 
（百万円） 

5年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

債  券 ２７，９４３ ９１，２５８ ４５，３４０ １２，９１０ 
国 債 ２，０００ ３４，７６０ ３１，７６３ １２，９１０ 
地方債 ３，２１７ ５，９４２ ４，０９９ ― 
社 債 ２２，７２５ ５０，５５６ ９，４７６ ― 
そ の 他 ―  １，８７３ １，７１１ １０，５００ 
合計 ２７，９４３ ９３，１３２ ４７，０５２ ２３，４１０ 

 

35．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された

条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残

高は、６２，８５０百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のものが４８，０２２百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキ

ャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の

事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられており

ます。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続

に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

36．「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成17年12月９日）が会社法施行日以後終了する事業年度

から適用されることになったこと等から、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様式が「無尽業法施行細則等の一

部を改正する内閣府令」（内閣府令第60号平成18年４月28日）により改正され、平成18年４月１日以後開始する事業年度から適

用されることになったことに伴い、当期から以下のとおり表示を変更しております。 

（１）「資本の部」は「純資産の部」とし、株主資本及び評価・換算差額等に区分のうえ、表示しております。 

なお、当期末における従来の「資本の額」の合計に相当する金額は４１，３６１百万円であります。 

（２）「利益剰余金」に内訳表示していた「任意積立金」及び「当期未処分利益」は、「その他利益剰余金」の「退職給与積立金」、

「別途積立金」及び「繰越利益剰余金」として表示しております。 

（３）純額で「繰延ヘッジ損失」（又は「繰延ヘッジ利益」）として「その他資産」（又は「その他負債」）に計上していたヘッジ

手段に係る損益又は評価差額は、税効果額を控除のうえ評価・換算差額等の「繰延ヘッジ損益」として相殺表示しておりま

す。 

（４）「株式等評価差額金」は、「その他有価証券評価差額金」として表示しております。 

（５）「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」又は「その他資産」に区分して表示しております。 

①「動産不動産」中の「土地建物動産」は、「有形固定資産」中の「建物」「土地」「その他有形固定資産」に区分表示し、

「建設仮払金」は、「有形固定資産」中の「建設仮勘定」として表示しております。 

②「動産不動産」中の「保証金権利金」のうち権利金は、「無形固定資産」中の「その他の無形固定資産」として、保証金

は、「その他資産」中の「その他の資産」として表示しております。 

③「その他資産」中の「その他の資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資産」中の「ソフトウェア」と

して表示しております。 
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第４８期（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）損益計算書 
 

（単位：百万円） 
科     目 金        額 

経 常 収 益 ２０,９７８

資 金 運 用 収 益 １８,４４８

貸 出 金 利 息 １５,３６６

有 価 証 券 利 息 配 当 金 １,９２６

コ ー ル ロ ー ン 利 息 ６５

買 入 手 形 利 息 ０

預 け 金 利 息 
金利スワップ受入利息 

１
１２２

そ の 他 の 受 入 利 息 ９６６

役 務 取 引 等 収 益   ２,１７８

受 入 為 替 手 数 料 ６７０

そ の 他 の 役 務 収 益 １,５０８

そ の 他 業 務 収 益 ４７

外 国 為 替 売 買 益 ４１

商 品 有 価 証 券 売 買 益 ０

国 債 等 債 券 売 却 益 ５

そ の 他 経 常 収 益 ３０３

株 式 等 売 却 益 ０

そ の 他 の 経 常 収 益 ３０３

経 常 費 用 １９,５８８

資 金 調 達 費 用 ２,７７７

預 金 利 息 ２,２７０

コ ー ル マ ネ ー 利 息 ０

借 用 金 利 息 ０

金利スワップ支払利息 ３２

そ の 他 の 支 払 利 息 ４７４

役 務 取 引 等 費 用 １,４２７

支 払 為 替 手 数 料 １０４

そ の 他 の 役 務 費 用 １,３２２

そ の 他 業 務 費 用 ２０７

国 債 等 債 券 売 却 損 ２０７

営 業 経 費 １１,４１２

そ の 他 経 常 費 用 ３,７６３

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ３,１２６

貸 出 金 償 却 ５

株 式 等 売 却 損 ３

株 式 等 償 却 １８３

そ の 他 の 経 常 費 用 ４４４

経 常 利 益 １,３８９

特 別 利 益 
固 定 資 産 処 分 益 ４１

４２６

償 却 債 権 取 立 益 ３

そ の 他 の 特 別 利 益 ３８１

特 別 損 失 １４７

固 定 資 産 処 分 損 ６１

減 損 損 失 ８６

税 引 前 当 期 純 利 益 １,６６８

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 １９３

法 人 税 等 調 整 額 ５９０

当 期 純 利 益 ８８４
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（注） 

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．関係会社との取引による収益 

資金運用取引に係る収益総額         ２０２百万円 

役務取引等に係る収益総額           １２百万円 

その他業務・その他経常取引に係る収益総額    １百万円 

  関係会社との取引による費用 

資金調達取引に係る費用総額           １百万円 

役務取引等に係る費用総額          ２２２百万円 

その他業務・その他経常取引に係る費用総額  ５５１百万円 

３．１株当たり当期純利益金額      ９円７９銭 

４．「その他の特別利益」は、確定拠出年金制度及び退職金前払制度への移行に伴う制度変更益３８１百万円であります。 

５．営業キャッシュ・フローの低下等により、投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、以下の資産について帳簿価額を回収可

能価額まで減額し当該減少額８６百万円を減損損失として計上しております。 

地 域 主な用途 種 類 減損損失 

長野県内 事業用店舗２か所 土地、建物 85百万円 

  及びその他 （うち土地   35百万円） 

   （うち建物   20百万円） 

   （うちその他  29百万円） 

長野県外 事業用店舗１か所 動産 0百万円 

   （うち動産       0百万円） 

合計   86百万円 

   （うち土地   35百万円） 

   （うち建物   20百万円） 

   （うち動産       0百万円） 

   （うちその他  29百万円） 

事業用店舗については、個別に継続的な収支の把握を行っていることから原則として支店単位（ただし、同一建物内で複数店舗

が営業している場合は、一体とみなす。）でグルーピングを行っております。 

なお、回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方としており、正味売却価額による場合は不動産鑑定評価基準

等に基づき、使用価値による場合は将来キャッシュ・フローを５.１％で割り引いて算定しております。 

６．従来は損益計算書の末尾において当期未処分利益の計算を表示しておりましたが、当期より株主資本等変動計算書を作成し、資

本金、準備金及び剰余金の状況を表示しております。なお、これに伴い、利益処分案は当期より作成しておりません。 
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第４８期 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

（ 平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日 ） 
（単位：百万円） 

株 主 資 本 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金 

 

資本金 資本 

準備金 

その他資 

本剰余金 

資本剰余

金合計

利益 

準備金 退職給与

積立金

別途 

積立金

繰越利益 

剰余金

利益剰余 

金合計 

自己株式
株主資本

合計 

前事業年度末残高 13,000 9,663 0 9,663 2,355 185 14,997 1,587 19,125 △ 715 41,073

当事業年度変動額      

 剰余金の配当    135 △ 586 △ 451 △ 451

 当期純利益    884 884 884

 自己株式の取得      △ 33 △ 33

 自己株式の処分   0 0   1 2

 

株主資本以外の項目

の当事業年度変動額

（純額） 

     

当事業年度変動額 

合計 
－ － 0 0 135 － － 297 432 △ 31 401

当事業年度末残高 13,000 9,663 0 9,664 2,490 185 14,997 1,884 19,558 △ 746 41,475

 
評価・換算差額等  

その他有

価証券評

価差額金 

繰延ヘッ

ジ損益 

評価・ 

換算差額 

等合計 

純資産

合計 

前事業年度末残高 △ 583 － △ 583 40,490

当事業年度変動額    

 剰余金の配当    △ 451

 当期純利益    884

 自己株式の取得    △ 33

 自己株式の処分    2

 

株主資本以外の項目

の当事業年度変動額

（純額） 

469 △ 1 468 468

当事業年度変動額 

合計 
469 △ 1 468 870

当事業年度末残高 △ 113 △ 1 △ 115 41,360

 

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．当行の自己株式の種類及び株式総数は、次のとおりであります。 

（単位：千株） 

 
前事業年度末 

株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

株式数 
摘要 

自己株式    

 普通株式 2,099 78 5 2,172 注１、注２ 

注１ 増加の原因は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

２ 減少の原因は、買増制度による単元未満株式の処分によるものであります。 

３．「株主資本等変動計算書に関する会計基準」（企業会計基準第６号平成17年12月27日）及び「株主資本等変動計算書に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第９号平成17年12月27日）が会社法施行日以後終了する事業年度から

適用されることになったことに伴い、当期から同会計基準及び適用指針を適用し、株主資本等変動計算書を作成しておりま

す。 
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比 較 貸 借 対 照 表 (主要内訳) 
（単位：百万円） 

科     目 
平成１８年度末 
（ Ａ ） 

平成１７年度末 
（ Ｂ ） 

比 較 
（ Ａ－Ｂ ） 

（資産の部）      
現 金 預 け 金  14,860 11,966  2,894 
コ ー ル ロ ー ン  14,100 10,600  3,500 
商 品 有 価 証 券  17 17  0 
有 価 証 券  202,105 214,750 △ 12,645 
貸 出 金  641,123 623,123  18,000 
外 国 為 替  342 420 △ 78 
そ の 他 資 産  2,639 2,939 △ 300 
動 産 不 動 産  － 10,591  － 
有 形 固 定 資 産  10,490 －  － 
無 形 固 定 資 産  1,193 －  － 
繰 延 税 金 資 産  6,414 7,320 △ 906 
支 払 承 諾 見 返  4,034 5,458 △ 1,424 
貸 倒 引 当 金 △ 13,532 △ 14,096  564 

資 産 の 部 合 計  883,788 873,092  10,696 

（負債の部）      
預 金  828,422 821,301  7,121 
コ ー ル マ ネ ー  5,000 －  5,000 
そ の 他 負 債  2,965 3,317 △ 352 
賞 与 引 当 金  369 332  37 
退 職 給 付 引 当 金  1,637 2,192 △ 555 
支 払 承 諾  4,034 5,458 △ 1,424 

負 債 の 部 合 計  842,427 832,602  9,825 

（資本の部）      
資 本 金  － 13,000  － 
資 本 剰 余 金  － 9,663  － 
資 本 準 備 金  － 9,663  － 
そ の 他 資 本 剰 余 金  － 0  － 

利 益 剰 余 金  － 19,125  － 
利 益 準 備 金  － 2,355  － 
任 意 積 立 金  － 15,182  － 
当 期 未 処 分 利 益  － 1,587  － 

株 式 等 評 価 差 額 金  － △ 583  － 
自 己 株 式  － △ 715  － 

資 本 の 部 合 計  － 40,490  － 

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計  － 873,092  － 

（純資産の部）      
資 本 金  13,000 －  － 
資 本 剰 余 金  9,664 －  － 
資 本 準 備 金  9,663 －  － 
そ の 他 資 本 剰 余 金  0 －  － 

利 益 剰 余 金  19,558 －  － 
利 益 準 備 金  2,490 －  － 
そ の 他 利 益 剰 余 金  17,067 －  － 
退 職 給 与 積 立 金  185 －  － 
別 途 積 立 金  14,997 －  － 
繰 越 利 益 剰 余 金  1,884 －  － 

自 己 株 式 △ 746 －  － 
株 主 資 本 合 計  41,475 －  － 
その他有価証券評価差額金 △ 113 －  － 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 1 －  － 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 △ 115 －  － 

純 資 産 の 部 合 計  41,360 －  － 

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計  883,788 －  － 
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比 較 損 益 計 算 書（主要内訳） 
（単位：百万円）  

科      目 
平成１８年度 

（ Ａ ） 

平成１７年度 

（ Ｂ ） 

比   較 

（ Ａ－Ｂ ） 

経 常 収 益  20,978   20,716   262  

資 金 運 用 収 益  18,448   17,961   487  

( う ち 貸 出 金 利 息 ) ( 15,366 ) ( 15,079 ) ( 287 ) 

(うち有価証券利息配当金) ( 1,926 ) ( 2,120 ) (△ 194 ) 

役 務 取 引 等 収 益  2,178   2,052   126  

そ の 他 業 務 収 益  47   227  △ 180  

そ の 他 経 常 収 益  303   474  △ 171  

経 常 費 用  19,588   19,180   408  

資 金 調 達 費 用  2,777   1,624   1,153  

( う ち 預 金 利 息 ) ( 2,270 ) ( 1,115 ) (  1,155 ) 

役 務 取 引 等 費 用  1,427   1,448  △ 21  

そ の 他 業 務 費 用  207   163   44  

営 業 経 費  11,412   11,280   132  

そ の 他 経 常 費 用  3,763   4,663  △ 900  

経 常 利 益  1,389   1,535  △ 146  

特 別 利 益  426   13   413  

特 別 損 失  147   141   6  

税 引 前 当 期 純 利 益  1,668   1,407   261  

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  193   914  △ 721  

法 人 税 等 調 整 額 590  △ 427   1,017  

当 期 純 利 益  884   921  △ 37  

前 期 繰 越 利 益  －   937   －  

中 間 配 当 額  －   225   －  

利 益 準 備 金 積 立 額  －   45   －  

当 期 未 処 分 利 益  －   1,587   －  

 

 

 

利 益 処 分 計 算 書 

（単位：百万円） 

科      目 平成１７年度 

当 期 未 処 分 利 益  1,587  

利 益 処 分 額  316  

利 益 準 備 金  90  

配 当 金  225  

（1株につき２円５０銭）   

次 期 繰 越 利 益  1,271  

 
 

有 価 証 券 関 係 

 

○子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当事業年度末（平成１９年３月３１日現在）及び前事業年度末（平成１８年３月３１日）ともに該当ありません。 

 



㈱長野銀行(8521)平成 19 年 3 月期決算短信 

－33－ 

税 効 果 会 計 関 係 
 

平成１８年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 （単位：百万円）

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率 

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな 

った主な項目別の内訳 

退職給付引当金損金算入限度超過額 660 法定実効税率 40.3% 

貸倒引当金損金算入限度超過額 4,477 （調整）  

減価償却費損金算入限度超過額 

有価証券評価損 

222 

815 

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
2.2% 

その他有価証券評価差額金 79 評価性引当額 6.6% 

その他 374 その他 △ 2.1% 

繰延税金資産小計 6,630 

評価性引当額 △  210 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
47.0% 

繰延税金資産合計 6,419   

 繰延税金負債  

還付事業税 △  4 

 
 

 繰延税金負債合計 △  4   

 繰延税金資産の純額 6,414   

 

 

１ 株 当 た り 情 報 

 

  当事業年度 前事業年度 
  （自 平成18年４月 １日 （自 平成17年４月 １日 
  至 平成19年３月31日） 至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 458.35 448.34 

１株当たり当期純利益 円 9.79 10.19 

（注）１ １株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

（１）１株当たり純資産額 

  当事業年度 前事業年度 
  （平成19年３月31日） （平成18年３月31日） 

純資産の部の合計額 百万円 41,360 － 

純資産の部の合計額から控除する金額 百万円 － － 

普通株式に係る期末の純資産額 百万円 41,360 － 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

期末の普通株式の数 
千株 90,237 － 

（２）１株当たり当期純利益 

  当事業年度 前事業年度 
  （自 平成18年４月 １日 （自 平成17年４月 １日 
  至 平成19年３月31日） 至 平成18年３月31日） 

当期純利益 百万円 884 921 

普通株主に帰属しない金額 百万円 － － 

普通株式に係る当期純利益 百万円 884 921 

普通株式の期中平均株式数 千株 90,277 90,385 

   ２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。 
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役  員  の  異  動 

 

１．取締役の異動 

 

（１）新任取締役候補 

平成１９年６月２８日開催の定時株主総会において選任の予定であります。 

取締役    岩 垂  博   〔現 事務部長〕 

取締役    清 水 秋 雄 〔現 コンプライアンス部長兼総務部長〕 

 

（２）退任予定取締役 

平成１９年６月２８日開催の定時株主総会をもって退任の予定であります。 

専務取締役  長 崎 大 幸 （総合企画部長） 

取締役    北 沢 光 男 （長野事務所長兼長野支店長） 

               〔信栄商事(株)社長に就任予定〕 

 

（３）昇格予定取締役 

平成１９年６月２８日開催の定時株主総会後の取締役会において昇格の予定であります。 

常務取締役  中 條  功   〔現 取締役審査部長〕 

 

 

２．監査役の異動 

 

（１）新任監査役候補 

   平成１９年６月２８日開催の定時株主総会において選任の予定であります。 

    非常勤監査役 小 松  正   ［現 美勢商事(株) 取締役会長］ 

 

（２）退任予定監査役 

   平成１９年６月２８日開催の定時株主総会をもって退任の予定であります。 

    非常勤監査役 市 川 博 淳 〔現 (株)シンケン 代表取締役社長〕 
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Ⅰ 平成１８年度決算の概況 
１．損 益 状 況 

〔単 体〕                                （単位：百万円） 
   

 平成１９年３月期 
平成１８年３月期比 

平成１８年３月期 

業 務 粗 利 益 16,262  △ 743   17,005  

 （ 除 く 国 債 等 債 券 損 益 ） 16,464  △ 523   16,987  

 国 内 業 務 粗 利 益 15,855  △ 685   16,540  

  資 金 利 益 15,321  △ 614   15,935  

  役 務 取 引 等 利 益 735  149   586  

  特 定 取 引 利 益  

 そ の 他 業 務 利 益 △ 201  △ 219   18   

国 際 業 務 粗 利 益 406  △ 59   465  

  資 金 利 益 349  △ 52   401  

  役 務 取 引 等 利 益 15  △ 2   17  

  特 定 取 引 利 益  

  そ の 他 業 務 利 益 41  △ 4   45  

経 費 ( 除 く 臨 時 費 用 分 ) 11,299  112   11,187  

 人 件 費 5,763  △ 23   5,786  

 物 件 費 4,991  136   4,855  

 税 金 543  △ 1   544  

業務純益(一般貸倒引当金繰入前) 4,962  △ 856   5,818  

 （ 除 く 国 債 等 債 券 損 益 ） 5,165  △ 634   5,799  

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 786  379   407  

業 務 純 益 4,176  △ 1,235   5,411  

 うち国債等債券損益(５勘定尻) △ 202  △ 220   18  

臨 時 損 益 △ 2,786  1,089  △ 3,875  

 株 式 等 損 益 ( ３ 勘 定 尻 ) △ 186  △ 289   103  

 不 良 債 権 処 理 額 2,687  △ 1,429   4,116  

  貸 出 金 償 却 5  △ 2   7  

  個別貸倒引当金純繰入額 2,339  △ 1,400   3,739  

 債 権 売 却 損 等 341  △ 28   369   

そ の 他 臨 時 損 益 87  △ 51   138  

経 常 利 益 1,389  △ 146   1,535  

特 別 損 益 279  407  △ 128  

 固 定 資 産 処 分 損 益 △ 19  12  △ 31  

  固 定 資 産 処 分 益 41  41   0  

 固 定 資 産 処 分 損 61  30   31  

固 定 資 産 の 減 損 損 失 86  △ 23   109  

 

そ の 他 特 別 損 益 384  372   12  

税 引 前 当 期 純 利 益 1,668  261   1,407  

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 193  △ 721   914  

法 人 税 等 調 整 額 590  1,017  △ 427  

当 期 純 利 益 884  △ 37   921  

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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〔連 結〕                                       （単位：百万円） 

    
平成１９年３月期 

平成１８年３月期比 
平成１８年３月期 

連 結 粗 利 益 16,942  △ 676   17,618  

資 金 利 益 15,591  △ 366   15,957  

役 務 取 引 等 利 益 902  125   777  

 

そ の 他 業 務 利 益 448  △ 435   883  

営 業 経 費 11,694  99   11,595  

貸 倒 償 却 引 当 費 用 3,296  △ 1,126   4,422  

貸 出 金 償 却 112  △ 59   171  

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2,372  △ 1,497   3,869  

 

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 810  429   381  

株 式 等 関 係 損 益 △ 186  △ 276   90  

そ の 他 △ 101  △ 1  △ 100  

経 常 利 益 1,663  74   1,589  

特 別 損 益 257  388  △ 131  

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,921  463   1,458  

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 275  △ 674   949  

法 人 税 等 調 整 額 577  918  △ 341  

少 数 株 主 利 益 72  △ 22   94  

当 期 純 利 益 995  241   754  

（注）連結粗利益＝（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）＋（その他業務収益 

         －その他業務費用） 

〔連結対象会社数〕                                       （社） 

連 結 子 会 社 数  6  －   6  

 

２．業 務 純 益〔単 体〕 

                                （単位：百万円） 
    

 
平成１９年３月期 

平成１８年３月期比 
平成１８年３月期 

(1)業務純益(一般貸倒引当金繰入前)  4,962  △ 856   5,818  

 職員一人当たり（千円）  6,266  △ 943   7,209  

(2)業 務 純 益  4,176  △ 1,235   5,411  

 職員一人当たり（千円）  5,272  △ 1,433   6,705  

（注）職員一人当たり計数は、期中平均人員により算出しております。 

平成１９年３月期 792 人  平成１８年３月期 807 人 

 

３．利 鞘〔単 体〕 

                                                                             （単位：％） 
    

平成１９年３月期 
平成１８年３月期比 

平成１８年３月期 

(１) 資 金 運 用 利 回 （Ａ）  2.12  0.04   2.08  

 (イ)  貸 出 金 利 回 （Ｂ）  2.44  △ 0.01   2.45  

 (ロ)  有価証券利回   0.90  △ 0.08   0.98  

(２) 資 金 調 達 原 価 （Ｃ）  1.67  0.13   1.54  

 預 金 等 原 価 （Ｄ）  1.61  0.13   1.48  

  預 金 等 利 回   0.27  0.14   0.13  

  経 費 率   1.34  0.00   1.34  

(３) 総 資 金 利 鞘 (A)－(C)  0.45  △ 0.09   0.54  

 預 貸 金 利 鞘 (B)－(D)  0.83  △ 0.14   0.97  
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４．有価証券関係損益〔単 体〕 

                                                                          （単位：百万円） 
    

平成１９年３月期 
平成１８年３月期比 

平成１８年３月期 

国債等債券損益（５勘定尻） △ 202  △ 220   18  

 売 却 益 5  △ 176   181  

 償 還 益 －  －   －  

 売 却 損 （△） 207  44   163  

 償 還 損 （△） －  －   －  

 償   却 （△） －  －   －  

株 式 等 損 益（３勘定尻） △ 186  △ 289   103  

 売 却 益 0  △ 168   168  

 売 却 損 （△） 3  3   －  

 償   却 （△） 183  119   64  

 

 

５．自己資本比率（国内基準） 

〔単 体〕                                  （単位：百万円） 

平成１９年３月末  

 〔速報値〕 平成 1８年 9 月末比 平成 1８年 3 月末比
平成 18 年９月末 平成 18 年３月末

(１)  自 己 資 本 比 率 9.12 % 0.09 % 0.11 % 9.03 % 9.01 %

(２)  自 己 資 本 44,159 △ 15 1,175 44,174  42,984

 基 本 的 項 目 41,135 18 871 41,117  40,264

 補 完 的 項 目 3,023 △ 34 304 3,057  2,719

 控 除 項 目(△) － － － －  －

(３) リ ス ク ア セ ッ ト 483,754 △ 5,418 6,957 489,172  476,797

（注） 「自己資本比率」は、平成１９年 3月末より「銀行法第 14 条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等
に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁告示第 19 号）」に
基づき算出しております。 
なお、平成１８年９月末以前は旧基準により算出しております。 

 
 
〔連 結〕                                  （単位：百万円） 

平成１９年３月末  

 〔速報値〕 平成 1８年 9 月末比 平成 1８年 3 月末比
平成 18 年９月末 平成 18 年３月末

(１)  自 己 資 本 比 率 9.44 % 0.09 % 0.06 % 9.35 % 9.38 %

(２)  自 己 資 本 46,941 160 1,233 46,781  45,708

 基 本 的 項 目 43,834 179 1,053 43,655  42,781

 補 完 的 項 目 3,107 △ 19 181 3,126  2,926

 控 除 項 目(△) － － － －  －

(３) リ ス ク ア セ ッ ト 497,125 △ 3,066 10,349 500,191  486,776

（注） 「自己資本比率」は、平成１９年 3月末より「銀行法第 14 条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等
に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁告示第 19 号）」に
基づき算出しております。 
なお、平成１８年９月末以前は旧基準により算出しております。 

 
 

６．有価証券の評価損益 

（１）有価証券の評価基準 

売 買 目 的 有 価 証 券 時価法（評価差額を損益処理） 

満 期 保 有 目 的 有 価 証 券 償却原価法 

そ の 他 有 価 証 券 時価法（評価差額を全部純資産直入） 

子会社株式及び関連会社株式 原価法 
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（２）評価損益 
 

   〔単 体〕                                                                  （単位：百万円） 

平成１９年３月末 平成１８年３月末 

   

 
 

評価損益 

前期比 
評価益 評価損 

評価損益 
評価益 評価損 

満期保有目的 △ 631 282 31 663 △ 913 53 966 

子会社等株式 － － － － － － －

 その他有価証券 △ 193 785 2,267 2,461 △ 978 3,005 3,983

 株式 1,680 △ 890 2,056 376 2,570 2,906 335

債券 △ 1,821 1,747 194 2,015 △ 3,568 68 3,636

 

その他 △ 52 △ 71 15 68 19 30 11

計 △ 825 1,067 2,298 3,124 △ 1,892 3,058 4,950

株式 1,680 △ 890 2,056 376 2,570 2,906 335

債券 △ 1,906 1,874 216 2,122 △ 3,780 91 3,871

 

合 

その他 △ 599 83 25 625 △ 682 61 743

（注）１．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価額と取得価額との
差額を計上しております。 

   ２．有価証券の評価は、期末日の時価に基づいております。 

  

  〔連 結〕                                                                 （単位：百万円） 

平成１９年３月末 平成１８年３月末 

   

 
 

評価損益 

前期比 
評価益 評価損 

評価損益 
評価益 評価損 

 満期保有目的 △ 631 282 31 663 △ 913 53 966

 その他有価証券 △ 193 785 2,267 2,461 △ 978 3,005 3,983

 株式 1,680 △ 890 2,056 376 2,570 2,906 335

債券 △ 1,821 1,747 194 2,015 △ 3,568 68 3,636

 

その他 △ 52 △ 71 15 68 19 30 11

計 △ 825 1,067 2,298 3,124 △ 1,892 3,058 4,950

株式 1,680 △ 890 2,056 376 2,570 2,906 335

債券 △ 1,906 1,874 216 2,122 △ 3,780 91 3,871

 

合 

その他 △ 599 83 25 625 △ 682 61 743

（注）１．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、連結貸借対照表価額と取得価額
との差額を計上しております。 

   ２．有価証券の評価は、期末日の時価に基づいております。 

 

 

７．退職給付関係〔単 体〕 

（１）退職給付債務等 

（単位：百万円） 

  
平成１９年３月期

平成１８年３月期比 
平成１８年３月期

退職給付債務 A △ 3,702 771 △ 4,473 

年金資産 B 1,814 △ 437 2,251 

未積立退職給付債務 C＝A+B △ 1,887 334 △ 2,221 

会計基準変更時差異の未処理額 D － － － 

未認識数理計算上の差異 E 194 181 13 

未認識過去勤務債務 F 55 40 15 

貸借対照表計上額の純額 G=C+D+E+F △ 1,637 555 △ 2,192 

 うち退職給付引当金  △ 1,637 555 △ 2,192 
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（２）退職給付費用 

（単位：百万円） 

 
区       分 平成１９年３月期 

平成１８年３月期比 
平成１８年３月期 

退職給付費用 297 △ 59 356 

勤務費用 205 △ 62 267 

利息費用 65 △ 21 86 

期待運用収益 △ 51 25 △ 76 

過去勤務債務処理額 6 10 △ 4 

数理計算上の差異処理額 70 △ 14 84 

会計基準変更時差異処理額 － － － 

 

その他（臨時に支払った割増退職金等） － － － 

 

 

 

８．Ｒ Ｏ Ｅ〔単 体〕 

                             （単位：％） 

  
平成１９年３月期 

平成１８年３月期比 
平成１８年３月期 

業務純益ベース(一般貸倒引当金繰入前) 12.12 △ 2.00   14.12

 （除く国債等債券損益） 12.62 △ 1.45   14.07

業 務 純 益 ベ ー ス 10.20 △ 2.93   13.13

当 期 純 利 益 ベ ー ス 2.16 △ 0.07   2.23

 （注）分母となる純資産平均残高は、（期首純資産の部＋期末純資産の部）÷２を使用しております。 

 

 

 ９．Ｒ Ｏ Ａ〔単 体〕 

                                （単位：％） 

  
平成１９年３月期 

平成１８年３月期比 
平成１８年３月期 

業務純益ベース(一般貸倒引当金繰入前) 0.56 △ 0.11   0.67

 （除く国債等債券損益） 0.59 △ 0.08   0.67

業 務 純 益 ベ ー ス 0.47 △ 0.15   0.62

当 期 純 利 益 ベ ー ス 0.10 0.00   0.10

 （注）分母となる総資産平均残高は、（期首総資産(除く支払承諾見返)＋期末総資産(除く支払承諾見返)）÷２を使用

しております。 
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Ⅱ 貸出金等の状況 

 １．リスク管理債権の状況 

※部分直接償却は実施しておりません。 

〔単 体〕                               （単位：百万円） 
平成１９年３月末  

  平成18年9月末比 平成18年3月末比
平成18年 9月末 平成18年 3月末

破 綻 先 債 権 額 5,018 715 △ 306 4,303  5,324

延 滞 債 権 額 18,280 1,154 △ 2,002 17,126  20,282

３カ月以上延滞債権額 － － － －  －

貸出条件緩和債権額 8,140 △ 1,788 814 9,928  7,326

リ
ス
ク
管
理
債
権 合    計 31,440 82 △ 1,492 31,358  32,932

 

貸 出 金 残 高 （ 末 残 ） 641,123 11,738 18,000 629,385  623,123

 
（単位：％） 

破 綻 先 債 権 額 0.78 0.10 △ 0.07 0.68  0.85

延 滞 債 権 額 2.85 0.13 △ 0.40 2.72  3.25

３カ月以上延滞債権額 － － － －  －

貸出条件緩和債権額 1.26 △ 0.31 0.09 1.57  1.17

貸
出
金
残
高
比 合    計 4.90 △ 0.08 △ 0.38 4.98  5.28

 
（注）リスク管理債権は、銀行法施行規則に基づく開示債権でありますが、担保・保証等による保全の有無にかかわらず
開示対象としているため、開示額は回収不能額を表すものではありません。 

 
 
＜ご参考＞ 
平成１９年３月末に部分直接償却を実施した場合のリスク管理債権 

〔単 体〕                      （単位：百万円） 
平成１９年３月末  

 部分直接償却前 部分直接償却額 部分直接償却後 

破 綻 先 債 権 額 5,018 2,963 2,055  

延 滞 債 権 額 18,280 2,608 15,672  

３カ月以上延滞債権額 － － －  

貸出条件緩和債権額 8,140 － 8,140  

リ
ス
ク
管
理
債
権 合    計 31,440 5,571 25,868  

 

貸 出 金 残 高 （ 末 残 ） 641,123 5,571 635,551  

 
（単位：％） 

破 綻 先 債 権 額 0.78 0.32  

延 滞 債 権 額 2.85 2.46  

３カ月以上延滞債権額 － －  

貸出条件緩和債権額 1.26 1.28  

貸
出
金
残
高
比 合    計 4.90 4.07  

 

（注）部分直接償却とは、自己査定により回収不能または無価値と判定した担保・保証付債権等について、債権額か

ら担保の処分可能見込額および保証による回収が認められる額を控除した残額（Ⅳ分類金額）を取立不能見込額

として債権額から直接減額することです。当行は部分直接償却を実施していないため、Ⅳ分類金額と同額の貸倒

引当金を計上しております。 
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〔連 結〕                               （単位：百万円） 
平成１９年３月末  

  平成 1８年 9 月末比 平成 1８年 3 月末比
平成 18 年 9 月末 平成 18年 3月末

破 綻 先 債 権 額 5,173 682 △ 296 4,491  5,469

延 滞 債 権 額 18,675 1,109 △ 2,028 17,566  20,703

３カ月以上延滞債権額 － － － －  －

貸出条件緩和債権額 8,140 △ 1,788 814 9,928  7,326

リ
ス
ク
管
理
債
権 合    計 31,990 3 △ 1,508 31,987  33,498

 

貸 出 金 残 高 （ 末 残 ） 634,796 12,234 18,593 622,562  616,203

 
（単位：％） 

破 綻 先 債 権 額 0.81 0.09 △ 0.07 0.72  0.88

延 滞 債 権 額 2.94 0.12 △ 0.41 2.82  3.35

３カ月以上延滞債権額 － － － －  －

貸出条件緩和債権額 1.28 △ 0.31 0.10 1.59  1.18

貸
出
金
残
高
比 合    計 5.03 △ 0.10 △ 0.40 5.13  5.43

 
 
２．リスク管理債権に対するカバー率〔単 体〕 

（単位：百万円、％） 

平成１９年３月末  

  平成18年9月末比 平成18年3月末比
平成18年 9月末 平成18年 3月末

リ ス ク 管 理 債 権     (A) 31,440 82 △ 1,492 31,358  32,932

担 保 等 保 全 額     (B) 14,745 △ 168 143 14,913  14,602

個別貸倒引当金残高     (C) 9,946 1,382 △ 1,371 8,564  11,317

引 当 率         (C)／(A) 31.63 4.32 △ 2.73 27.31  34.36

カ バ ー 率     （B+C）／(A) 78.53 3.67 △ 0.17 74.86  78.70

 

 ３．貸倒引当金等の状況 

〔単 体〕                               （単位：百万円） 
平成１９年３月末  

  平成 18 年 9 月末比 平成 18 年 3 月末比
平成 18 年 9 月末 平成 18 年 3 月末

貸 倒 引 当 金 13,532 1,729 △ 564 11,803  14,096

一 般 貸 倒 引 当 金 3,506 336 787 3,170  2,719 

個 別 貸 倒 引 当 金 10,025 1,392 △ 1,351 8,633  11,376

 

〔連 結〕                               （単位：百万円） 

平成１９年３月末  

  平成 18 年 9 月末比 平成 18 年 3 月末比
平成 18 年 9 月末 平成 18 年 3 月末

貸 倒 引 当 金 14,637 1,468 △ 658 13,169  15,295

一 般 貸 倒 引 当 金 3,737 368 811 3,369  2,926 

個 別 貸 倒 引 当 金 10,900 1,100 △ 1,468 9,800  12,368
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４．金融再生法開示債権の状況〔単 体〕 

※部分直接償却は実施しておりません。 

（単位：百万円） 

平成１９年３月末 
平成 18 年 9 月末比 平成 18 年 3 月末比

平成 18 年 9 月末 平成 18 年 3 月末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 11,081 783 △ 3,149 10,298  14,230

危 険 債 権 12,408 1,058 819 11,350  11,589

要 管 理 債 権 8,140 △ 1,788 814 9,928  7,326

小    計 31,631 54 △ 1,515 31,577  33,146

正 常 債 権 615,754 11,501 19,471 604,253  596,283

合    計 647,385 11,554 17,956 635,831  629,429
 

（単位：％） 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 1.71 0.10 △ 0.55 1.61  2.26

危 険 債 権 1.91 0.13 0.07 1.78  1.84

要 管 理 債 権 1.25 △ 0.31 0.09 1.56  1.16

比

率 

小    計 4.88 △ 0.08 △ 0.38 4.96  5.26
 
（注）１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、｢破産、会社更生、民事再生等の事由により経営破綻に陥って

いる債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権｣であり、破綻先及び実質破綻先の総与信額と一致します。 

２．危険債権とは、｢債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従
った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権｣であり、破綻懸念先の総与信額と一致
します。 

    ３．要管理債権とは、要注意先に対する債権のうちの｢３カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権｣であり、要注
意先の貸出金の一部に対応しています。 

 

＜ご参考＞ 
平成１９年３月末に部分直接償却を実施した場合の金融再生法開示債権 

〔単 体〕                      （単位：百万円） 
平成１９年３月末  
部分直接償却前 部分直接償却額 部分直接償却後 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 11,081 5,578 5,503  

危 険 債 権 12,408 － 12,408  

要 管 理 債 権 8,140 － 8,140  

小    計 31,631 5,578 26,053  

正 常 債 権 615,754 － 615,754  

合    計 647,385 5,578 641,807  

 
（単位：％） 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 1.71 0.85  

危 険 債 権 1.91 1.93  

要 管 理 債 権 1.25 1.26  

比

率 

小    計 4.88 4.05  

 

５．金融再生法開示債権の保全状況〔単 体〕 

（単位：百万円、％） 

平成１９年３月末 
平成 18 年 9 月末比 平成 18 年 3 月末比

平成 18 年 9 月末 平成18年3月末

(１) 債 権 額 (Ａ) 31,631 54 △ 1,515 31,577  33,146 

(２) 保 全 額 (Ｂ) 26,432 1,289 △ 764 25,143  27,196 

 担 保 保 証 等 14,883 △ 209 92 15,092  14,791 

 貸 倒 引 当 金 11,549 1,498 △ 856 10,051  12,405 

(３) 保 全 率 (B／A) 83.56 3.94 1.52 79.62  82.04 
 
（注）１．債権額は、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「要管理債権」の合計額でありま

す。 
２．貸倒引当金は、「個別貸倒引当金」及び「一般貸倒引当金」であります。 
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< 償却・引当の方針 > 

自己査定に基づく区分 金融再生法に基づく区分 償却・引当方針 

破 綻 先 債 権 

実 質 破 綻 先 債 権 

破産更生債権及び 

これらに準ずる債権 

担保・保証等で保全されていない債権額に対し

て１００％ 

破 綻 懸 念 先 債 権 危 険 債 権 
担保・保証等で保全されていない債権額に対し

て貸倒実績率に基づく３年間の予想損失額 

要 管 理 債 権 
要 管 理 先 債 権 貸倒実績率に基づく３年間の予想損失額 

要注意先 

債    権 
要管理先以外の債権 

正 常 先 債 権 

正 常 債 権 
貸倒実績率に基づく１年間の予想損失額 

 

 

６．業種別貸出金等の状況〔単 体〕 

(１) 業種別貸出金 
イ 残  高                                （単位：百万円） 

平成１９年３月末  

 平成18年 9月末比 平成18年 3月末比
平成18年9月末 平成 18年 3月末

貸 出 金 641,123 11,738 18,000 629,385  623,123

製 造 業 95,853 5,213 12,975 90,640  82,878

農 林 漁 業 1,046 △ 60 99 1,106  947

鉱 業 387 △ 3 △ 70 390  457

建 設 業 41,249 911 △ 622 40,338  41,871

電気・ガス・熱供給・水道業 1,186 △ 1 1 1,187  1,185

情 報 通 信 業 2,962 △ 54 431 3,016  2,531

運 輸 業 12,607 △ 314 △ 1,579 12,921  14,186

卸 売 ・ 小 売 業 64,153 △ 714 513 64,867  63,640

金 融 ・ 保 険 業 20,404 360 3,182 20,044  17,222

不 動 産 業 48,964 3,568 1,266 45,396  47,698

各 種 サ ー ビ ス 業 104,989 4,396 6,474 100,593  98,515

地 方 公 共 団 体 26,531 2,660 1,622 23,871  24,909

 

そ の 他 220,786 △ 4,224 △ 6,292 225,010  227,078

 

ロ 構 成 比                                  （単位：％） 

平成１９年３月末  

 平成18年9月末比 平成18年3月末比
平成18年 9月末 平成18年 3月末

貸 出 金 100.00  －  － 100.00  100.00

製 造 業 14.95 0.55 1.65 14.40  13.30

農 林 漁 業 0.16 △ 0.01 0.01 0.17  0.15

鉱 業 0.06 0.00 △ 0.01 0.06  0.07

建 設 業 6.43 0.03 △ 0.28 6.40  6.71

電気・ガス・熱供給・水道業 0.18 0.00 △ 0.01 0.18  0.19

情 報 通 信 業 0.46 △ 0.01 0.06 0.47  0.40

運 輸 業 1.96 △ 0.09 △ 0.31 2.05  2.27

卸 売 ・ 小 売 業 10.00 △ 0.30 △ 0.21 10.30  10.21

金 融 ・ 保 険 業 3.18 0.00 0.42 3.18  2.76

不 動 産 業 7.63 0.42 △ 0.02 7.21  7.65

各 種 サ ー ビ ス 業 16.37 0.39 0.57 15.98  15.80

地 方 公 共 団 体 4.13 0.34 0.14 3.79  3.99

 

そ の 他 34.43 △ 1.32 △ 2.01 35.75  36.44
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(２) 消費者ローン残高 
（単位：百万円） 

平成１９年３月末  

  平成 18 年 9 月末比 平成 18 年 3 月末比
平成18年9月末 平成18年3月末

消 費 者 ロ ー ン 220,786 △ 4,224 △ 6,292 225,010  227,078

う ち 住 宅 ロ ー ン 178,642 △ 259 225 178,901  178,417 
う ち そ の 他 ロ ー ン 42,144 △ 3,964 △ 6,517 46,108  48,661

 

 

(３) 中小企業等貸出比率 
（単位：％） 

平成１９年３月末  

  平成 18 年 9 月末比 平成 18 年 3 月末比
平成18年9月末 平成18年3月末

中 小 企 業 等 貸 出 比 率 85.12 △ 0.63 △ 1.36 85.75  86.48
 
（注）中小企業等とは、資本金３億円(ただし、卸売業は１億円、小売業、サービス業は５千万円)以下の会社又は常用す
る従業員が 300 人(ただし、卸売業は 100 人、小売業は 50 人、サービス業は 100 人)以下の会社及び個人であります。 

 

 

７．預金、貸出金の状況〔単 体〕 

(１) 預   金 

    イ 期末残高                                （単位：百万円） 

平成１９年３月末  

  平成 18 年 9 月末比 平成 18 年 3 月末比
平成 18 年 9 月末 平成 18 年 3 月末

預 金 828,422 △ 4,788 7,121 833,210  821,301

長 野 県 内 預 金 823,903 △ 4,988 7,142 828,891  816,761

長 野 県 外 預 金 4,518 199 △ 21 4,319  4,539

個 人 預 金 630,382 △ 2,933 826 633,315  629,556

 

個 人 以 外 の 預 金 198,040 △ 1,854 6,296 199,894  191,744

 
    ロ 平均残高                                （単位：百万円） 

平成１９年３月末  

  平成 18 年 9 月末比 平成 18 年 3 月末比
平成 18 年 9 月末 平成 18 年 3 月末

預 金 839,682 1,549 9,913 838,133  829,769

長 野 県 内 預 金 835,382 1,459 9,880 833,923  825,502 
長 野 県 外 預 金 4,299 89 32 4,210  4,267

 

(２) 貸 出 金 

    イ 期末残高                                （単位：百万円） 

平成１９年３月末  

  平成 18 年 9 月末比 平成 18 年 3 月末比
平成 1８年 9月末 平成 1８年 3月末

貸 出 金 641,123 11,738 18,000 629,385  623,123

長 野 県 内 貸 出 金 605,810 6,123 9,143 599,687  596,667 
長 野 県 外 貸 出 金 35,313 5,615 8,857 29,698  26,456

 
    ロ 平均残高                                （単位：百万円） 

平成１９年３月末  

  平成 18 年 9 月末比 平成 18 年 3 月末比
平成 18 年 9 月末 平成 18 年 3 月末

貸 出 金 628,544 1,785 13,994 626,759  614,550

長 野 県 内 貸 出 金 599,319 68 9,062 599,251  590,257 
長 野 県 外 貸 出 金 29,225 1,718 4,933 27,507  24,292
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Ⅲ 平成１９年度（平成２０年３月期）の業績予想 

１．中 間 期 

〔単 体〕                               （単位：百万円） 
  

 
平成１９年度中間期見込 

平成１８年度中間期比 
平成１８年度中間期 

経 常 収 益  10,550  239   10,311  

経 常 利 益  750  △ 100   850  

業 務 純 益  2,000  15   1,985   

コ ア 業 務 純 益  2,100  △ 537   2,637  

中 間 純 利 益  400  △ 293   693  

 

〔連 結〕                               （単位：百万円） 

  

 
平成１９年度中間期見込 

平成１８年度中間期比 
平成１８年度中間期 

経 常 収 益  14,150  △ 469   14,619  

経 常 利 益  900  55   845  

中 間 純 利 益  450  △ 298   748  

 

 

２．通   期 

〔単 体〕                               （単位：百万円） 
  

 
平成１９年度見込 

平成１８年度比 
平成１８年度 

経 常 収 益  21,600  622   20,978  

経 常 利 益  1,600  211   1,389  

業 務 純 益  4,300  124   4,176   

コ ア 業 務 純 益  4,550  △ 615   5,165  

当 期 純 利 益  900  16   884  

 

〔連 結〕                               （単位：百万円） 

  

 
平成１９年度見込 

平成１８年度比 
平成１８年度 

経 常 収 益  29,000  △ 45   29,045  

経 常 利 益  1,850  187   1,663  

当 期 純 利 益  950  △ 45   995  

 


